
第 3回 厚生労働省統計調査の省内事業仕分け

平成 22年 11月 29日 (月 )
14:00～ 16:00

厚生労働省12階 専用 15・ 16会議室

○ 議 事

1.統 計調査の省内事業仕分けについて     :

2.そ の他

[配付資料 ]

資料 1 これまで廃止 した厚生労働統計調査について
資料 2 政府統計オンライン調査総合窓口において使用する電子調査票開発
状況等について                      '

資料 3 調査票情報の提供等に係るリソースについて
資料 4 統計事業予算等について
資料 571 国民健康 口栄養調査について
資料 5-2 全国在宅障害児・者等実態調査 (仮称)に ついて
資料 6-1 回収率が低い統計調査について
資料6=2 公表時期が遅い統計調査について
資料6-3 統計調査の実施に係る費用対効果について
資料7 厚生労働省統計調査の事業仕分け報告 (たたき台)案
資料8 厚生労働省統計調査一覧

議 事 次 第



これまでに廃上した厚生労働統計調査 (平成8年～平成22年 )について (案 )

厚生労働省においては、従来から行政施策上の二一ズにあわせ、適宜、必要

な調査内容の変更、改善なども図られてきたが、過去の行政改革により政府の

人員や予算が削減される中t厚生労働統計調査を逐次廃上しており、第 2回資
料 1における厚生労働統計調査の廃止した理由については、概ね、以下に整理

されると

1 行政施策上の必要性が低下し廃上した調査
過去においては行政施策上、把握する必要があつたが、廃止当時はその必

要性も低下し (法令の改正など)、 過去の調査結果などにより、T定の傾向が
把握可能であつたことや、厳しい予算状況も踏まえ、予算的な優先順位の観

点から、廃止された調査。

○老人保健福祉計画等統計調査、出稼労働者雇用等実態調査、雇用管理調査、

林業労働者職種別賃金調査、屋外労働者職種別賃金調査、産業労働事情調査、
人口動態社会経済面調査、生活保護動態調査

など

2 より重要な行政施策上の二一ズが生じたため (別調査の立ち上げ含む)、 ス
クラップ&ビルドの観点から廃止した調査
| ○保健福祉動向調査

3 別の行政記録情報の活用や別の統計調査の調査事項の見直しなどにより、
必要な情報が代替可能なことから廃止した調査

○臨時口日雇労働費用等調査、健康・福祉関連サービス需要実態調査、伝

染病統計、健康・福祉関連サービス産業統計調査

4 その他
調査実施に関わる関係機関の人員削減などを踏まえ、業務簡素化の観点か

ら廃止した調査

○雇用状況実態調査



別紙

これまでに廃止した厚生労働統計調査一覧 (平成8年～平成22年 )

廃止年 調査名 周期
法
別
旧
種 備考

平成20年 老人保健福祉計画等統計調査 毎年 届

平成20年 国民健康保険医療給付実態調査 毎年 届

平成20年 医療給付受給者状況調査 毎年 届

平成 19年 出稼労働者雇用等実態調査 2年周期 承

平成 18年 病院経営収支調査 毎年 承

平成 18年 監督指導業務及び措置状況等報告 毎年 届

平成 18年 賃金不払事件、貯蓄金返還不能事件及び工賃不払事件処
I軍 Jt,甲壺椰

`与

毎年 届

平成 18年 雇用状況実態調査 毎年 承

平成 18年 年金数理基礎調査 毎年 届

平成 1フ年 臨時・日雇労働費用等調査 5年周期 承

平成 17年 保健福祉動向調査 3年 に 2回 承

平成17年 雇用管理調査 毎年 承

平成 17年 林業労働者職種別賃金調査 毎年 承

平成 17年 屋外労働者職種別賃金調査 毎年
Ｌ
日

平成16年 産業労働事情調査 毎年 承

平成 15年 外資系企業の労使関係等実態調査 4年周期 承

平成 14年 生活衛生関係営業経営実態調査 毎年 承

平成 13年 健康保険診療状況実態調査 毎年 承

平成¬3年 国民健康保険診療状況実態調査 毎年 届

平成 12年 健康・福祉関連サービス需要実態調査 3年周期 承

平成12年 専門職種別労働力需給状況調査 毎 年 承

平成 12年 民間教育訓練実態調査 毎年 承

平成 12年 公益質屋実態調査 2年周期 届

平成 12年 人日問題に関する意識調査 5年周期 承

平成11年 伝染病統計 毎月 届

平成11年 健康・福祉関連サービス産業統計調査 3年周期 承

平成 11年 結核・感染症発生動向調査 週 届

平成 11年 在宅高齢者福祉サービス利用料等実態調査 毎年 承

平成 10年 人口動態社会経済面調査 毎年 承

平成 10年 血液製剤使用実態調査 毎年 届

平成9年 生活保護動態調査 毎 月 届

平成9年 社会福祉施設運営実態調査 毎年 承

平成8年 医療用具品目指定調査 毎年 承



これまでに統合を図つた厚生労働統計調査一覧 (平成8年～平成22年 )

統合年 統合前調査名

旧
法
種
別

統合先調査名

旧
法
種
別

平成18年 労働者派遣事業に関する調査 承 サービス産業・非営利団体等投入調査

平成17年 歯科用薬剤価格調査 承 医薬品価格調査 承

平成16年 児童環境調査 承 全国家庭児童調査 承

平成15年 喫煙と健康問題に関する実態調査 承 国民健康・栄養調査 承

平成15年 循環器疾患基礎調査 承 国民健康・栄養調査 承

平成15年 糧尿病実態調査 承 国民健康・栄養調査 承

平成 14年 国民健康保険事業年報 :承 国民健康保険事業月報等 承

平成 14年 国民健康保険診療施設年報 承 コ民健康保険事業月報等 承

平成13年 介護サービス世帯調査 承 国民生活基礎調査            i指

平成13年 身体障害者等就業実態調査 承 身体障害児・者等実態調査 承

平成13年 身体障害者実態調査 承 身体障害児・者等実態調査 承

平成 13年 身体障害児実態調査 承 身体障害児・者等実態調査 承

平成 12年 老人保健施設調査 承 介護サービス施設・事業所調査 承

平成 12年 訪間看護実態調査           :承 介護サービス施設・事業所調査 承

平成12年 老人訪間看護・言方間看護報告       1承 介護サービス施設・事業所調査 承

平成¬2年 被保護者生活実態調査 承 土会保障生計調査 承

平成¬1年 老人保健事業報告 届 地域保健・老人保健事業報告 届

平成10年 医療機器産業実態調査 承 医薬品。医療機器産業実態調査 承

平成8年 母体保護統計統計報告 届 衛生行政報告例 届

平成フ年 保険薬局実態調査 承 医療経済実態調査 承

平成7年 賃金事情調査 承 賃金事情等総合調査 承

平成7年 労働時間、休日・体B限調査 承 賃金事情等総合調査 承

平成7年 退職金、年金及び定年制事情調査 承 賃金事情等総合調査 承



政府統計オンライン調査総合窓口において
使用する電子調査票開発等状況について

※1平成18年度において、政府統計共同利用システムの設計。開発等業務の一部として、電子調査票を開発したものでありt個 々の調査の調査票の開発
金額は不明である。

※2労働災害動向調査は、総合工事業調査に加え、事業所調査を実施している。事業所調査における昨年度の実績としては、調査客体約25,400事業所
のうち、労働者数500人以上規模事業所 (約 2,300)をオンライン調査の対象として実施し、オンラインで回答のあつた調査客体数は264件であつた。

奪起ず贅竜丁
調査におけるオン

フ
イン調査対象客体については、順次拡大することとしており、将来的には全調査客体がオンラインで回答が可能となる

刈
爾,「W膀聯尚棘撃動,藤薇翻岬 κttξ黒編鮪夢撃膨携ξ尚鼈錢

調達の方法
(一般競争/随意 )

調達額
(千円)

調査客体数
オンライン回答
調査客体数

参考数値

オ ンライン化 率
(オンライン回答調査
客体数/調査客体数)

年間効果試算
(郵送料80円、入力経費
20円として試算)

`千

円 ヽ

病院報告 一般競争 1,397
平成22年 8月 分報告
約10,200

4,623 45.3% 争15,550

毎月勤労統計調査 一般競争 3,308
平成22年 6月調査
争

'43,500

7,218 16.6% 糸98,660

労働経済動向調査 一般競争 ※ 1
平成22年 8月 調査
争」5,800

3.2% 争与80

労働災害動向調査 一般競争 1,680

平成22年総合工事業
調査 (上半期 )
約2,200※ 2

462 21.0% 争

'50

薬事工業生産動態統計調査 一般競争 ※ 1
平成22年 10月 調査
約 13,000

1,469 11.3% 約 1,760

医療施設静態調査 平成23年調査より実施すべく予算要求中

労働組合基礎調査 平成24年調査より実施すべく予算要求中
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1 主要な4Lttlin又 は■
'tの

1勺容は何ですか       3 調立期間中1■ lrtttjFJlを 7,っ た日枚li何 日で 1ンたか

日

2 rllttlul‖

"は

ぃっからいつよででしたか  {i"JJの    4 企業,全常′Π労働者驚:ま f,f人ですか.(喘企業 (同 一
`ti■

)

最終給 IJ・ ItibJ‖ ″)翌 日から、本月の最終輸与締切     lilFIす るlftFitr・す●てに鷹用さオtる常Лl労働者ltKです。)

□
□
□

日までの lヵ lい |で1 )
月  ' 日  か 1,  月    日  まで

1,oooノ、1■ J「

300～
'v'人

100～ 20'人

:)0-9リ ノ、

5～30人

統計法によづk llll流計調査

平ルt  iF  Jl分
毎月勤労統計調査調査票

厚生労働省

都道F「 ,■

語  弓 J「 黎 llr一 連 薔 号 J「  ■ 11, 名

読み込み
X■で保存 したデータを読み込みます .

クリア
ベーラ内の回書内春をクリアします。

回答データ送信
回番データ いL)を送信します.

10 1ii考

□
ｍ

正IL員 …一″ヽデ ト (ア ■́バイ ト)′)itttJ形態変更

ili H分 調査票のノ、■把J3:誤 り

回絆データを残したい場合は右下′)「回答デニタ送信」ボタンを中Pす前に保存

または印刷をしてくださいっ
ご協力ありがとうございました。

調査票全体保存
町 て一時保存します。

回答データのみ保存
1,式審董を,,い .正常であればXIIL
データとして保存します。

常用労働者

の 1生

5 常用労働者数 6 1‖勤目な
7 実労働‖キ間 trt

trF[11キ間は台 )ヾ/j・いでくキき|ヽ  )
8 現企給与価 (I● iされ価で l‐。

'

(1)11調 査
Jur]のよロ
は f可 人で tメ
たか。

(3)|千 用、

転勤等に 1
る11カΠ{tr可

′、でした

か

(3) 月早11、

退職、ほ勤

年 1=よ る波

`少

lif可 人
‐
こ

t´たか

(1)本調査
lul『 177)■〔|]
itF可 ノ、

~こ
し

たかっ

実際 1‐ 出勤 1た
日0合計:i iIベ
Fr日 で lたか。

(li lTr定内′ンタ働
ロキ「 1〔
√,台「lli延
く́f可口|「]で しブ

=
か

(3)所定外労働
‖キlη√,合

=|:■
延

′lf可‖キ‖11で t´ た
かし

(1)き 業つて支
給する綸

j2~の
社

1「:iい く =,■こし
たか

(3)特別 (「 支払わオtた
給 与の総額liい くキ)で

しプニか ,

(5)う ら、
ノ`― |タ イ
ム労働者l■

{ifノ、でした

(2)う ら、 45曇
労働給 ll・の総額

「
Lい くらでした
力、

(1)i生の特別1に 支払われ
た結与のち称及び=仏 働t別

企額を記入して
ください。

"
1 :   ~~1

Ａ　「‐一

ノ、

:     ・～`
入
　
「、
ふ

却
　
ず
″”

tlil:l:

「卜欄に1己 入 t´て

千 r・ i ,賞与

9″超二

'「

ζr券子:
(■ |)月 分

千弓

03ヵ 月を超える
'い

Flで

算定され,る 通動千当

|千

その他 (名称別に金額を
記入してください。)

0

な ー

くだヽい

3 3
千 R

うし、
バー ト
タイム

労働者

一

４

◎計のうfJ、 パー トタイエ、労働な分につし` ご:し入してくたさい。

ヽ,

0 変動1た況 硼 ilul間中に、
既rilを記入lて

l定昇を実施 しi―

次σ,こ とがあ‐つた場合は該:Hす る宙所をこスノた11、 市の晰考lHI=そ の

(■fさ い.1

□
4休 日に麟 、営掛 ¨ 神 動を行つた

□ 8ベースアップを鋤した。 5 ilJl度上の』″F定タチ働ロキ

“

1の短柿Ⅲ実施した .

□
3神業短縮、‐ は 薇 施した,□ 61体み年 、週膨 外"体

‖切 やしlj

記入11当 者
氏 佑

調 査 栗
提「[1年 1:日

1: 月 日



読み込み        クリァ _: クリァ

次ヘ

次0口薔ll曰 ^II“じます.

総蒻省承

“

ヽ

承臓鵬臓 平凛  年  月  日
=

万一、事業所名、記入担当者項目等に間違いがござドましたら、お手数ですがご訂正ください。

餞mこれからの設間は、本社、支社、工拳及び営業所ごとにそれぞれ別の事業所となりますので、
以下の項目についての回答は、責事業所の分についてお答えください。        '

I 生産・売上等の動向と増減 (見込)理由
〈責事業所が本社で、管理事務のみの場合は、本間 1につし`ては回答の必要はありません.)

1 生産・売上額等の対前期増滅 く見込)状況及び理由
・製造業では生産額、建設業、情報通信業、運輸業、卸売・小売業、不動産業、飲食店,宿泊業、サービス
業では売上額、金融・保険業 では経常Fll益のいずれ も 3カ 月の合計で比較 してください。

雇用、労働時間の動向

所定外労働時間の対前期増減 (見込)状況

2 労働者数の対前期増減 (見込)状況
該当する区分の労働者について各期末 (1～ 3月 なら3月 末現在)の労働者数を、比較してください。
なお(比技する両方の

'キ

期に労働者がいない場合は空欄のままにしてください。

3 労働者の中途採用の実績・予定 理ヽ由及び充足状況
(|)貴事黎″子では、中途採用の実績 (予定)力

'お
りますか。「ありJの場合、雇用形態別、職種,1に採用の実

績 (予定)について期別に該当する部分をすべてチェックしてくたさい

nl あり なし 未 定

司
`層

千′ll

鞘 |り il |

平成 10年 1-3月   (実 薇 ) 申

“

働 奪 噂 聴 奪 J 攣 繊 驚 拠 /
■4,tisキ |～ ●H  〔千:● 藝 離 摯 嘩 彎 魯 碑 毒 帯 嚇 摯 キ や

平成 1ヽ 年アヽ 9H  ́`予 定ヽ 颯 碧 彙 弾 彗 驚 電 常 壽 母 勢 ヂ

「あり」の場合、下記のFFC問 (2)、 次頁の質Pori(3)に 1)お答えください.

(2)中 j全採用英議・予定が「ありJの場合の主な理由は何で十か_主な理由を1つ選んでください。

離薇孝め補尭

所駐学
=青
い餞用睦

Ie t鷹 t驚 |た綺,つ _L卑

晨綸・

“
「
l●■7L r

経験者のたli

そOЩ 峰

労働経済動向調査

労働経済動向調査票

(平成 年 月調査)
① 厚生労働省

(提出期限 月 日まで)

肛

　

１

1鋏i]1驚ib理
]「芳91驚 7:装‐

:〒 1∞ -8916

1 東京都千代田区霞が関1-2-2
: 中央合同庁舎第5号館
I Te!03● 25"‖‖ 内線7614・ 7624

労働者の区分 期間 11ぼ同じ 減 少

・●労働者

平「ttS■ 1～ 3用 は、平成17年 10～ 12ノ 1に比べ  (■ lA) 中 襲 ‖

=“ it16● ■ヽ 6月 li. 1～ 3月 :1ltべ    . (見 ;ム )
静 尋

平成:S■ 7ヽ 9"は .1ヽ 6月 にILべ      (兌 ,コ ● 澤

'I用

平成lS'1～ 3呵 it、 平成17年 10～ 11日 に比べ   (■
“

) 0 待

1`成 lS年 ■ヽ●111、  1～ ■■ 1■
'tべ

       (見 込 ) 0 群

平成 lS年
'～
911は、 4～ 'i■ に ILべ      (見 ,1｀ ● 脅

臨
'十

・季椰

平itlヽ 千1ヽ 3月 It、 平成17'「 10ヽ 12月 に比ぺ  (実績 ) 心 手 II

平
"tiS■
1ヽ ● 11は 、 1ヽ :ヽ 日|='tぺ       (兒 iヽ , 争 學 巌

平lt lsi■ 7～ 9月 は、 1～ ti nによtべ        〈兌心 i 摯 轟 ,

ハー トタイム

平成 lS年 ,ヽ 3q11、 平rt 171卜 10ヽ lぜ 嗜:■ ltぺ   `“ 14) ● 夢

T:Fk,■ =1～ 6月 ■, ュ～3■ l‐ ltく      (Qil, や 靭

「 成iド

“

17ヽ 9日 は、4ヽ ●lil,t′ く     (2こ ) 凛 筆

派i3労 lFJ者

平itiS:■ 1～ 30:=、 11,ヽ 17キ l●～lコ ,:ユ 1けミ (■樹〕 導 嚇

1:r、 18:「 4～ 6月 は、 1^■ り11,t´ t    (比 :ム | 藤 畿 |.

11,t!S,7～ 9月
`十

 ,:～ 0口 :二比 :́    (R:L 眸 礫

殿

記 入

担当者

所属部操名
企業の全常用労働者数

(感当する個所を通んでください。)

電子メールアドレス

人
上
∞１
，
以

”
人
ｍ
鱒

”

人

∞

”
”
人

1～ 3月は、平成 17年 10-:刀月に比べ  (実績
'

4～ 6月 は、 1～ 3月 に比べ     `見 込〕

事威お年
'～
9月 :ム 4～ 6月 に比べ     (見 込)

期間 状況欄

平成18年 1～ 3月 は、平成17年 10～ 12月 に比べ (実績) 状翼

嘔成13● 4～ 6月 は、 1～ 3月 に比べ     α υ 決翼

7・nt877～ 9月‖Ц4～ 0月 に比べ     (見込) 状震



13)平成18年 1～ 3月 (実績)に中途採用を行つた分の充足状況を雇用形態別、職題月の充足状況について
該当する部分をチェックしてください。
採用しなかつた雇用形態及び職種の相は空欄のままにしてください。

区 分
雇用形態 職 電

常用 臨時季節 タイム 雷理事務 耳円技術
販売 サービス 運輸通48 技能エ 単純エ

充 足 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □

未充足 □ 園 □ □ 日
一

□ □ □ □ □

IIE 労働者の過不足感

眩当する区分の労働者について5月 1日 現在の状況を選んでください.
なお、労働者がいない区分は空欄のままにしてください。

Ⅳ 雇用調整等の実施状況

期別に該当する部分をすべて選んでください。

1 責事業所では雇用調整を実施しました力ヽ 又は予定があります力、
実施していない又は予定がない場合には必ず「特別な措置はとらないJの項目をチェックしてください。

期目 平成 18年 二～ 3月

`奮

al
平成
"年
4～ 6月 平成18年 7～ 9月

仔 壼】

雇用■整

残業規樹

休日の長替、夏季休籠等の
休日・休瞑の10加

臨時・拳節、パー トタイム
労働書の
=簗
●停止・破■

中途採用の開減・停止

配に転換

出向

一時休葉 (一時帰

"
希望退職者の募集、解鷹

特81囃 置はとらない労 働 者 の 区 分

過  剰

適当

不   足

おおいに過剰 やt16刺 やや不足 おおいに不足

雇

用

形

態

全 労 働 者

常 月

臨時・季節

パニトタイム

職

種

管 理

事 務

専門・技術

腋 売

サ ー ビ ス

運輸・通信

技 能 エ

単 純 エ

2 下記の措置について実施しました力、 又は予定があります力、

期間
平成 10年 1～ 3月 平成10年 4～ 6月

`予 '〕

平成18年 7～ 9月
(予定)

構 置

換案時間・口数の短縮

賃金椰労働曖月の

“

減

下請・外注の制減

_次 へ
_

次の口,■ロヘ

“

nじ
`す
。

__ _次 全
●●●●4ロヘ●

“

します.



V 平成19年新規学卒者の採用内定状況                          .
1 責事業所では平成19年新規学卒ぎじt)の採用予定者数は、平成18年新規学卒者̀いの採用者に比べてどう変わりま
す 力、

学歴別に腋当する番号を1つ選んでください
なお、本社で採用する新規学卒者については、責事業所でわかる籠田で、配属予定者を学歴別1さお答えください。

学  E 枷
8年は

“

用し
いかつたが 籠ぽ口じ 秒

10年は踪用し
たが 19年は マ囲
一
叫
（

未定
本社●でしか
口磐できない

薔 枚 卒

吉 専 `短 大 卒

大 学 卒

(鷲`)

文 科 系

理 科 系

専 修 学 校 翠
い :

(注 1)r平成19年新規学卒者Jとは、平成19年 3月 卒業予定者又ltE率者についても燎ね卒嘉後1年以内の者を新規撃卒者とはぼ同等
め条件で平成:9年度に採用する者をいいまた

芳:摯で軍窺鷺覇 餞 靴 ‰ 議 、鶴 ド
3月 鍼 予鯖 又幅 精 についてtHね様 餞】響 内Tを

赦 学精 とほ印 等

(注 3)r専修学校Jとは、学校●●法第32条の2に規定する単被で`通常
.専用学校と呼ばれている学校t例 えば100情饉処理専

門学校、00デザイン専門学校等が製 しま丸

馨貫ぞ程:驚「
予定者
年T劇
嘲 用者OLL較で ,「増

"」

又は

"少

」 と答えられた事業所は、以下の質問にも
,

2 増加又は減少の主な理由を学歴別に該当する綺所を1つ又は2つ選ルでください。

学  饉 高校率 宙専・燿大卒

大 学 卒

専修学校卒

増

加

の

理

由

経営状態の好転・既存事業の拡大

新規事業への進出

技―
へ嚇 ・研究開発体制甕

販売・営無部門のIB強

年齢等人員構成の適工化

前年は新規学卒者の確保が十分できなかつた

労働

“

日短縮への対応

その也

減

少

議

由

E奮状態の藝化・事業の縮小

人件■比率の抑籠・贅員管理の見直し

技術ホ新等による省力化

IL職者の減少

中遺凛用の実施・械大

出時・パー トタイム労働者年で代警

配臓転農や出向者の受入れ

その他

ご協力ありがとうございました。
回87~―夕を残した・ヽ 合は左の登録ボタンを押す前に印刷してください:
(登録ポタンを押すと「調査票データのDB登録/更新J画面に還移します)

蜘 饉み
“"壺…
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1.企 業 /●体 (責丁葉所を含めた企業全体)の全常用労働者致 (12月 末 n ttrt)

3 調査期間rll(1ヽ 120〉()υ )企労働者υ)延べ実・
'`働

ni問 数

: 労働災害の発生状 7■ (1～ 12'1※ )

13):F体 災害被 たヽ労働者敏

まコ rtttll11=    口uni二 上■ヵ■■です
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2 貴1'業,7の 金労働者餞及び常用労働者敏 (12月 1こ Π現在)
llr業
所の金労働者7/rx l          人

うち常用労働者数

合計 (1～ 12月 ※ )

''饉
この延べ■労働時同敗

(1)労 働災宙による方開不能 alt9111死 傷ォ象及び延 (|■葉口敏
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労働災害動向調査
記台 l:■ キ調 ri■  F半 り|
(    7'1ヽ 1コ |, …

I・1「  ・
lJ 7丁

|

嗅 で●IIじ ′
=ギ
ータEIt,,さ力 車オ:  ベー ク内の口薔内●●ウ .,ア しま■②

鰤
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1  調達件名
平成22年病院報告電子調査票開発業務            ′

2  作業の概要
(1) 目的
厚生労働省では病院報告において、「政府統計共同利用システム」におけるオン

ライン調査システムによるオンライン調査を平成 22年 1月 分患者票 (平成 22
年 2月 ¬日受付開始)及び平成22年従事者票 (平成 22年 10月 1日 受付開始)
から導入する。

このため、「政府統計共同利用システム」におけるオンライン調査システムの仕

様に準じて、病院報告の電子調査票を開発する。

(2) 用語の定義

表 2-1 用語の定義

用語 定義

政府統計共同利用システム 政府全体で取り組んでいる業務・システム最適化の一

環 (統計調査等業務の業務・システム最適化)と して

総務省が中心となつて整備されたシステムで、各府省

の統計関係のシステムを集約させ、政府全体で共有す

るためのシステムの総称であり、 13のサブシステム
で構成されている。

オンライン調査システム 政府統計共同利用システムのサブシステムのひとつ

で、政府が実施する統計調査をオンライン化するため

に各種の共通化された機能を備える。

オンライン調査に係るガイ

ドライン (電子調査票開発

編)(平成 21年 2月 12日 )

政府統計共同利用システムにおけるオンライン調査シ

ステムで利用する電子調査票の開発手順をまとめたガ

イドライン。

病院報告 病院報告は、全国の病院、療養病床を有する診療所に

おける患者の利用状況及び従事者の状況を把握するも

のであり、病院及び療養病床を有する診療所の管理者

が報告票を作成し、保健所・都道府県を経由して厚生

労働省に提出する。

患者票、従事者票 病院報告には患者票と従事者票がある。

患者票は、全国の病院及び療養病床を有する診療所を

対象とし毎月報告される。

従事者票は、全国の病院を対象とし年 1回報告される。



表 2-2 病院報告の体系

(3) 業務の概要
病院報告では「政府統計共同利用システム」におけるオンライン調査システム

を利用したオンライン調査を導入する (「男1紙 1 オンライン調査システムを利用

した病院報告全体図」参照)。

本調査は、患者票については全国の病院及び療養病床を有する診療所が月間の

患者数等を毎月報告するものであり、従事者票については全国の病院が従事者数

を毎年 1回報告するものである。

(4) 情報システム化の範囲
ア.電子調査票の開発          ,
イ.政府統計共同利用システムの設定
電子調査票が、政府統計共同利用システム上で正常に稼働するよう各種の設

定作業を実施する。

ウ テス トの実施 (単体テスト、結合テスト、総合テス ト)
開発した電子調査票が、政府統計共同利用システム上で正常に稼働するよう

テストを実施する」

工 教育訓練の実施
人口動態・保健統計課保健統計室職員 (以下、保健統計室職員)、 都道府県・

保健所等職員及び病院・診療所がオンライン調査システムを使用するにあた
つて、必要な知識を教育すること。

(5) 作業内容・納入成果物
ア.作業内容
本件の受託者は、以下に示す作業を実施すること。また、電子調査票の仕様

は、以下に基づき実施すること。

なお、作業の詳細については、受言モ後人自動態・保健統計課保健統計室 (以

下、保健統計室)と の協議により決定するものとする。
● 別添 1「オンライン調査に係るガイドライン電子調査票開発編 (平成 21

 ヽ 年 2月 12日 )」

表 2-3 作業内容一覧

作業内容 概要説明 SLCP―」CF98のアクテ

ィビティとの関係

履行期限

l ブロジェク ト管理 スケジユール、リスク及び

品質等の本プロジェク ト

に係る包括的な管理を行

つ。

124～ 127 H22年 2月末日
まで

基本設計 既存の紙の調査票を基に、

要求仕様を明確にし、電子

調査票のレイアウト、基本

構成、エラーチェック内容

等を定義する。

142～ 143、
146

(患者票)
H21年 7月 22
日まで

(従事者票)

H21年 11月 24

日まで

詳細設計 調査票の項目ごとの属性
を定義する。また、エラー

チェック内容のロジック
を定義する。

147 (患者票)
H21年 8月 14
日まで

(従事者票)
H21年 12月 16

日まで

製造・単体テス ト 調査票の回答内容に関す

るチェックプログラム製

造及び製造したプログラ
ムが単体で正常に動作す

ることを確認する。

148 (患者票)
H21年 9月 25
日まで

(従事者票)
H22年 1月 29
日まで

結合テス ト 政府統計共同利用システ
ムの研修・検証環境にて、

オンライン調査システム

と正常に連動して動作す

ることを確認する。

149～ 1410 (患者票)
H21年 10月 23
日まで

(従事者票)
H22年 2月 12

患者票 従事者票

調査対象 全国の病院及び療養病床を有す

る診療所

全国の病院

調査方式 病院及び療養病床を有する診

療所の管理者が報告票を作成

し、保健所・都道府県等を通じ

て厚生労働省に提出

病院の管理者が報告票を作成

し、保健所・都道府県等を通じ

て厚生労働省に提出

調査時期 毎 月 年 1回

公表時期 毎月 (概数)、 年 1回 (確定数 ) 年 1回

調査対象数 約 11.000施 設 約 9.000施設



作菓内容 概要説明 SLCP― 」CF98のアクテ

ィビティとの関係

履行期限

日まで

6 総合テスト 政府統計共同利用システ
ムの本番I景境にて、業務遂

行が可能であること等、シ
ステムとしての最終品質

確保のためのテス トを行

う。

1411～ 1412 (患者票 )

H21年 11月 16

日まで

(従事者票 )

H22年 2月末日

まで

7 教育訓練 保健統計室職員に対して、

電子調査票及びオシライ

ン調査システムの使用に

あたつて、必要な教育を行

う。教育にあたっては、シ
ステム利用のためのマニ

ュアルを教育教材として

作成し納品すること。

341～ 342 H21年 11月 30
日まで

イ 履行期間
電子調査票による調査実施は、平成22年 1月 から実施することとしており、
平成 22年 2月 1日 から患者票の受付を開始するため、以下に示す作業スケ
ジュール (案 )を参考にして、患者票については受付開始までにすべての作
業を完了すること。また、従事者票についても平成 22年 2月 末日までにす
べての作業を完了すること。

政府統計共同利用システムの利用に先立って、都道府県・保健所及び病院・

診療所に向けて十分な期間を伴つたアナウンスを実施する必要があることか

ら、患者票の電子調査票の総合テストは 1¬ 月 16日 までに完了し、保健統
計室職員に対して電子調査票の使用方法の教育を実施し、操作マニュアル等

を納品すること。

ウ スケジュール
本件におけるスケジュール (案 )を以下に示すので、これを参考にして作業

計画書を作成し、保健統計室の承認を得ること。

図 2-1 作業スケジュール (案 )

工 納入成果物
成果物は、以下に示す物品とする。また、成果物の数量、期限及び形態につ

いても以下のとおりとする。

表 2-4 納入成果物一覧

平 成 21年 半圧22年

7月 B月 ∋月 10月 11月 12月 1月 3月

プロジェクト

管理

基本設計

(患者票 )
(従事者票 )

⇒
⇒

詳細設計
(患者票 )
(従事者票 )

目 ゆ
■ ゆ

製造・単体テスト

(患者票 )
(従事者票 )

‐ ⇒
回

結合テスト
(患者票 )

(従事者票 )

⇒

⇒

総合テスト

(患者票 )
(従事者票 )

ゆ
叫

教育訓練 ‐

成果 1勿 郡

週

作業内容との関係 納入期限 SLCP―」CF98の アク

ティビティとの関

係

納入形 FLR

| 作業計画書 ―フロジェクト管理 受託後、1週間以内

に提出

124～ 127 il蝉 1本 il部

(基本設計書につ

いては、ll媒体 2

部 )

電子媒体 :1部

※電子媒体での納

品は、他の成果物

と合わせて、最終

的に電子調査票の

納品に合わせて納

品すること

2 基本設計書 ―基本設 gI 要件確定後、1週間

以内に提出

142～ 143、
146

3 詳 細 設 g■薔・唄

目F襲設計書
1
―詳細設計 詳細設計後、1週間

以内に提出

147

5 テ ス ト実施 計

画

l 製́造・単体テス ト

寺吉合テス ト

ー総合テス ト

(患者票 )

平成 21年 9月 10日

(従事者票 )

平成 22年 1月 12日

14814914
10

6 テス ト仕様書 l

―製造 単体テスト
■吉合テスト
ー総合テスト

(患者票 )

平成 21年 9月 10日

(従事者票 )

平成 22年 1月 12日

148.14914
10



成果物 数

量

作案内容との関係 納入期限 SLCP― JCF98の アク

ティビティとの関

係

納入形 |よ

テス ト成績書 l
―製造 ■単1本テス ト

帯 合テス ト

ー総合テス ト

(患者票 )

平成 21年 11月 16

日

(従事者票 )

平成 22年 2月 26日

148149,14
10

N01～ 6と 同様

電子調査票 ―基本設計
―詳細設計
―製造・単体テスト

→嗜合テスト
ー総合テスト

(患者票 )

平成 21年 11月 16

日

(従事者票 )

平成 22年 2月 26日

9 教育訓辣 ドキ

ュメント

l
―■又首 ]‖線 平成 21年 9月 7日 (15134134

2344)
lllt県 1^: 1司

'

電子媒体 :1部

納入形態については、成果物の分量によつて保健統計室と相談の上、変更する

こともあり得る。

オ.納入場所

表 2●5 納入場所

課室名 場所

厚生労働省大臣冨房続計情報
部人口動態・保促統計課保健
統計室

東京者β千代田区霞が関 1-2-2
中央合同庁舎 5号館 21階

なお、保健統計室が納入場所を別途指定した場合は、この限りではない。

力 留意事項           ″

・  受託者は、指定の成果物を納入期限までに紙及び電子媒体 (CD二 R、 CD―RW
等)により提供すること。

・  成果物に使用する言語は、日本語とする。
・  紙のサイズは、日本工業規格 A列 4判を原則とする。ただし、図表につい
ては、必要に応じて A列 3判を使用することも可能とする。

・  紙で納品する成果物に関しては、バージョンアップ時等に差し替えが可能
なようにバインダー方式とすること。

o 電子媒体に保存する形式は、PDFまたは MS―Office形式 (Word2007、
Exce12007、 PowerPoint2007)° とすること。但し、保健統計室が別に形式

を定めて提出を求めた場合は、この限りではない。

キ.貸与物件     
｀

本件実施に当たっては、必要に応じて以下の物件を貸与する。

● 調査票 電子フアイルまたは紙媒体各 1部

`保 ll統計室職員の利便性向上の観点から、厚生労働省ネットヮークシステムと同等のOS/ソ フトウエアであることが望

ましいため。

貸与された物件は厳重な管理を行い、本件の完了時に返却すること。

(6) 調達担当課室・連絡先                    。

東京都千代田区霞が関 1-2-2
厚生労働省大臣官房統計情報部

人口動態・保健統計課保健統計室 健康政策統計第二係
03(5253)1‖ 1(内 7522)

3 情報システムの要件
(1) 機能要件

:電子調査票は、別添 1「オンライン調査に係るガイドライン電子調査票開発編

(平成 21年 2月 12日 )」 に基づき、PDF形式とし、必要な機能の要件を以下に示

す。

なお、機能一覧に記載されていない事項であっても、電子調査票として具備す
べき機能は本件の範囲とするため、受託者は提案・定義すること。

表 3-1 機能一覧

分類 機能名 概要

共通 回答データ送信 回答データをサーバに送信する。送信前には、回

答データの審査を行い、正常な場合のみ送信する
こと。

回答データのみ

保存

入力した回答をXMLデータの形式で保存する。保
存前には、回答データの審査を行い、正常な場合

のみ保存を行う。

調査票全体保存 入力した回答を PDFの形式で保存する。
読み込み XMLデータ形式で保存した内容をPDFへ表示する。
クリア 表示ページの全項目をクリアする.

フレプリント 調査票の所定の項目 (整理番号等)などを、回答
者情報 (保健統計室職員端末から政府統計共同利

用システムヘ登録する。)か らプレプリントする。
自動計算 調査票の所定の項目について、回答データから自

動計算した値を表示する。なお、自動計算は、簡

易な計算を想定している。

(2) 画面要件
ア.フ ォントや色の見易さ、マウスやキー操作のわかり易さ及び統一性に配
慮すること。

・イ 利用者の操作を軽減できる以下の仕組みを提供すること。
・  各項目は適切なデフォル ト値を設定すること。      

・



(3)

● フィール ド単位に入カチェックができること。
ウ.エラー及び警告メッセージは、利用者に誤解のないようシステム全体で
統二し、問題点と解決方法がわかるように配慮すること。

工.誤操作の防止を含め、処理確認等のメッセージを効果的に実装すること。

帳票要件

本件で開発する調査票を以下に示す。

表 3-2 帳票一覧

なお、調査様式 (別添 2-1～ 2-12)は現段階の案であり、変更する可能性があ

規模・性能要件

(¬ ) 規模要件
政府統計共同利用システムの設定作業については、以下を考慮すること。

ア 利用者数
保健統計室利用者数      :3人
都道府県・市・特別区・保健所数 :約 700機関

病院及び療養病床を有する診療所数 :約 11.000施 設

イ ビーク時の調査票回答件数
約 4,200件/1日

(2) 性能要件
電子調査票のパフォーマンスとして満たすべき主たる処理の性能 (応答時間)

の要件を以下に示す。

なお、ネットワーク回線やユーザパソコン側の処理における遅延は対象タトとす

る。

表 4-1 性能要件

信頼性等要件

(1) 拡張性要件
将来的に予定される制度変更等に伴つて、電子調査票の改修が容易に行えるこ

と。

情報セキュリティ要件

(1) 権限要件
電子調査票のオンライン調査システムに装備されるすべての機能についての詳

細な権限設定については、保健統計室と協議の上決定し、政府統計共同利用シス

テムに設定を行うこと。

る。

帳票名 ページ数 資本斗

1 病院報告 患者票
(病院分、病院用)

A4サィズ、1ページ 男り,恭 2-1、 2-7

2 病院報告 患者票
(診療所分、診療所用)

A4サイズ、1ページ 男1,泰 2-2、 2-8

病院報告 従事者票
(病院用)

A4サイズ、1ページ 男り,恭 2-3、 2-9

病院報告 患者票
(病院分、都道府県・保健所用)

A4サイズ、1ページ 男1,泰 2-4、 2-10

病院報告 患者票
(診療所分、都道府県・保健所用 )

A4サイズ、1ページ 男1,恭 2-5、 2-11

病院報告 従事者票
(都道府県・保健所用 )

A4サイズ、1ページ 男1,恭 2-6、 2-12

オンライン処理応答時間

(調査票データ入力後、送信ボタンを選択

し送信完了まで)



N

(2) 情報セキュリティ対策
ア 本件にかかわる受託者及び再委託先までを含め、「厚生労働省情報セキュリ
ティポリシー (平成20年 7月 10日 )」 を遵守し、開発にあたること。また、特

に下記の事項は徹底を図ること。なお、厚生労働省情報セキュリティポリシー

は非公表であるが、「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準 (第 4

版)(平成21年 2月 3日情報セキュリティ政策会議決定)」に準拠しているため、

必要に応じ参照すること。「厚生労{動省情報セキュリティポリシー」の開示につ

いては、契約締結後、受託者が保健統計室に守秘義務の誓約書を提出した際に

開示する。

① 情報管理 (守秘義務・データ輸送時の対応・データ暗号化等)

② 本システムのネットワーク利用時の受託者の作業用PCの管理 (作業者のPC
がウィルスの発信源にならないための対策等)

③ 納品システムにおけるセキュリティ対策 (管理者 IDの共通利用等を行わない、
プログラムに関してはウィルスチェックを実施の上納品する等)

④ 保健統計室情報資産への物理的セキュリティ対策

イ 万一、問題が発生した場合には、速やかに、保健統計室に報告し、対処する
ことЪ

7  情報システム稼動環境
(1) 全体構成            ´

政府統計共同利用システムを含む病院報告全体図を別紙 1に示す。

なお、本件調達の範囲である電子調査票の開発及び政府統計共同利用システム

(オンライン調査システム)の設定作業については、前述の別添 1「オンライン

調査に係るガイドライン電子調査票開発編 (平成 21年 2月 12日 )」 に基づいて調

達を行うこと。

(2) ソフトウエア要件
ユーザが利用するパソコンの推奨環境は政府統計共同利用システムの推奨環境

に基づき、以下のとおりとする。

・   OS:Windows Vistaあ L(メ XP(SP2)

・  プラウザ :Internet Explorer6 0(SP2)以 上
・  PDF利 用ソフト:Adobe Reader 7.09以 上

テスト要件定義

本調達にあたり、オンライン調査システムの安定稼働や導入時のリスクを最小限

にするため、テス ト計画に則つた確認作業を実施する。以下に本調達のテストに係

る方針を示す。

(1) テストに係る役割分担
テストに係る役割分担を以下に示す。

なお、本調達受託者が主担当になつている項目が本件の範囲であるため、

すること。

表 8-1 テス トに係る役割分担

【凡例】◎ :主担当、O冨1担当

作業項目
担当

保健統計室 本調達受託者

テス ト実施計画の作成 ◎

単体テスト環境構築 ◎

単体テストの実施 ◎

結合テスト環境構築 ○ ◎

結合テストの実施 ◎

総合テスト環境構築 ○ ◎

総合テス トの実施 ◎

テスト実施体制と役割

受託者は、各テストを円滑に推進するために、テス ト実施責任者を配置し、全

体の作業調整、取りまとめ及び管理を行い、報告等を実施すること。

テスト実施計画の作成

受託者はテス トスケジュール、評価基準、テスト実施体制、テス ト方法、テス

トデータ、テスト環境等について記述したテス ト計画書を作成し、保健統計室の

承認を得ること。

テスト環境

単体テス トのために必要な機器等は、受託者の負担と責任において準備するこ

と,総合テス トについては、保健統計室における本番環境を用いて実施する。

テスト方法

ア.単体テスト
開発した電子調査票単体で、調査票の回答内容に関するチェックプログラム

が正常に動作することを確認する。              ´

● 開発した電子調査票に対して、実装したプログラムの正常動作をテスト

すること。

● 単体テストエ程で発見された不具合については、単体テストエ程終了時

までに対応を完了させること。

(2)

(3)

(4)

(5)



● テス トデータは、受託者において準備すること。
● 単体テス トエ程終了時には、テス ト成績書を作成し、納入期限までに保

健統計室に提出し、承認を得ること。

イ.結合テスト
電子調査票が政府統計共同利用システムの研修・検証環境で正常に運動して

動作することのテス トを行う。

● 開発した電子調査票と政府統計共同利用システムの研修・検証環境を連

動し、正常動作をテス トすること。

● 結合テス トエ程で発見された不具合については、結合テストエ程終了時

までに対応を完了させること。

● テス トデータは、受託者において準備すること。
● 結合テス トエ程終了時には、テス ト成績書を作成し、納入期限までに保

健統計室に提出し、承認を得ること。

ウ: 総合テスト

業務遂行が可能であること等、電子調査票としての最終品質確保のためのテ

ストを行う。

● 政府統計共同利用システムの本番環境にてテストを行うこと。

● 調査対象者側及び調査実施機関側からデータが正常に処理されることを

テス トすること。

● テス トで使用したデータ及びユーザ ID等 は、総合テス ト終了後速やかに
肖1除すること。

● 受言モ者は、総合テストを円滑に行い、必要なテストが漏れなく実施され
るよう保健統計室と必要な調整を行うこと。

● 総合テス トエ程終了時には、テス ト成績書を作成し、納入期限までに保
健統計室に提出し、承認を得ること。

移行要件定義

(1) 教育に係る要件
ア 教育訓練実施計画書の作成
夕育訓練を実施するにあたっては、事前に、教育訓練体制と役割、詳細な作

業及びスケジュール、教育訓練環境、教育訓練方法等に関する教育訓練実施
計画を作成の上、保健統計室に提出し承認を得ること。

教育訓練実施計画の作成にあたっては、以下の項目を考慮すること。

● 教育訓練実施体制と役割

受託者は、教育訓練を実施するための教育訓練実施責任者、講師等の体

制を整えること。

なお、教育訓練における問い合わせ窓口の提供について、検討のこと。

● 教育訓練スケジュール

教育訓練に関するスケジュールを詳細化すること。また、教育訓練に関

するスケジュールは、電子調査票の運用開始前に実施し運用開始に支障を

きたさないように配慮すること。

イ: 教育訓練環境

教育訓練環境に関しては、実機を利用した集合教育とする。端末については、

保健統計室で準備する機器に対して教育訓練の環境を構築し教育訓練終了後

には、現状回復した後返却すること。

ウ 教育訓練の範囲
教育訓練の対象となる要員及び範囲を以下に示すので、必要とする教育内

容、期間、時期等について、それぞれ検討のこと。なお、受講場所について

は保健統計室内とする。

(1)病院・診療所のための教育
● 病院及び診療所が電子調査票で回答するために習得すべき項目を教育す

る。(政府統計共同利用システムヘのログイン・ログアウト、電子調査票

の取得/入力/送信等。)

● 教育は保健統計室職員が病院及び診療所に代わつて受講し、病院及び診

療所へ周知することとする。

● 受話人数は 3名程度。

(2)政府統計共同利用システムで調査を実施するための教育 (保健統計室 )
● 保健統計室職員及び都道府県・保健所等職員が政府統計共同利用システ

ムを使用して調査を実施していくために習得すべき項目を教育する。

(回答者情報の登録/削除、回答者パスワー ドの初期化等。)

● 者「道府県・保健所等職員の教育は、保健統計室職員が代わつて受講し、

者F道府県・保健所等職員へ周知することとする。

● 受講人数は 3名程度。

工 教育訓練用教材の開発
上記のそれぞれの要員に対応した、教育訓練用教材の種類 (集合研修教材、

自習教材等)、 主な内容 (業務操作、運用操作等)、 提供媒体 (紙、CD―R等)等

を検討の上、作成・納品のこと。

∞
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10 作業の体制及び方法
(1) 作業の体制
ア 情報システム設計・構築のプロジェクト管理の経験を有するものをプロジェ
クトマネージヤとし、一貫性をもって今回の業務の実施が可能な体制を構築す

ること。

イ プロジエクトマネージャは以下のいずれかの資格を保有していること。
・  経済産業省 (旧通商産業省)情報処理技術者試験のプロジェクトマネージ
ャ試験の合格者

・  プロジェクトマネジメント協会 (PMl)が認定するプロジェクトマネジメン
トプロフェッショナル (PMP)の 資格保有者

・  上記のいずれかの試験合格者、資格保有者と同等の能力を有することが、
経歴等において明らかな者

(2) 開発方法
ア 開発言語等
本件の開発に際しては、別添 1「オンライン調査に係るガイドライン電子調査

票開発編 (平成 21年 2月 12日 )」 の指示に基づき、以下のソフトウェアを用いて

開発すること。なお、以下のソフトウェアは受託者の負担において準備すること。

① Adobe Systems社 製 Adobe LiveCycle Designer7 1

② Microsoft社 製 Microsoft Office Exce12003

(3) スケジュール管理要件
① 作業工程ごとに作業内容、成果物、レビュー方法、チェックポイント、開始/
終了条件を明確にすること。

② 作業工程間の順序関係、依存関係を明確にし、必要作業量に基づいたスヶジユ

ール表を作成すること。

③ 定期的に作業状況の報告を行うこと。報告の時期は、保健統計室と協議の上、

決定すること。

④ 進捗報告時に対象とする作業期間に予定していた全作業について計画からの
乖離を報告すること。

⑤ 計画からの遅れが生じた場合、原因を調査し、要員の追加、担当者の変更等の

体制の見直しを含む改善策を提示し、保健統計室の承認を得ること。

(4) リスク管理要件
① プロジェクトの遂行に影響を与えるリスクを識別し、その発生要因、発生確率、
影響度等を整理すること。また、定期的にリスクを監視・評価し、その結果を

反映させること。

② リスクを顕在化させないための対応策、リスクが顕在化した後の対応策を識別
し、緊急時対応計画として具体化すること。

③ リスクが発生する可能性がある場合には、未然に防止するための対応を行うこ

l′ 1

と。

(5) 品質管理要件
① 各作業工程における品質目標が設定されており、次工程へ推移するにあたって

明確な判断基準を提示していること。数値的な目標達成ができなかつた場合は、

分析した上で次工程へ推移していること。

② 品質評価計画の立案、検証及び品質改善策の検討と実施を管理する体制を構築

すること。

③ 受託者の関連会社や協力会社が参画する体制を構築する場合には、受託者は実

行上の品質要件を盛り込んだ契約をすること。また、受託者は品質要件に従つ

て関連会社や協力会社を管理すること。

④ 設計・開発・テスト作業に従事しない第二者による品質レビューを実施するこ

と。

(6) 要員管理要件
プロジェクトは、チームで行い、各チニムの役割、作業分担ヾ編成時期等を明

確にした組織計画に基づく要員調達・配置を実施すること。

各作業工程、あるいは必要なタイミングにおいて、作業推進上の必要十分な組

織計画・編成を行い、体制を構築すること。

③ 本件の一部を第二者に委託する場合は、委託先及び根拠を明確にし、保健統計

室の承認を得ること。

(7) 課題管理要件
① 課題の内容、発生日、担当者、検討状況、検討結果、解決日などの必要情報を
一元管理すること。

② 定期的に課題対応状況を監視し、解決する仕組みを確立すること。

③ 課題発生時には、保健統計室に報告し、対応を検討すること。

(8) 検収

本件に係る契約に定める諸条件を満たした納入物が受託者から提出され、オン

ライン調査システムの利用可能な本番環境において、正常に稼働することが確認

されることをもつて検収合格とする。

瑕疵担保責任

納入後、瑕・

「

Eが認められた場合は、契約書に基づき受言モ者の責任及び負担にお
いて改修を行うものとする。なお、納入物の瑕疵担保期間は納入後 1年間とする。

]rJ

(9)



特記事項

以下の事項に留意し遂行すること。              
｀`
`

① 本仕様書は、最低限の基準を示したものである。従つて、本仕様書に記述のな

い事項であつても、電子調査票として当然備えるべき事項については、仕様に

含まれるものとして検討し、考慮すること。

② 本件の遂行に当たつて、保健統計室の意思及び意向を十分に汲み、誠実かつ最

大限の努力を行なうこと。

③ 本件を遂行する上で作業内容、仕様及び条件に疑間点や変更が生じる場合、及

び本仕様書に記載のない内容については、直ちに受託者と保健統計室で協議し、

解決に向けて最善の努力を行なうこと。

④ 仕様書に明記していない業務が急速発生した場合は、保健統計室との密接な協

議に基づき別途調整すること。

⑤ 厚生労働省全体管理組織 (PMO)が担当課室に対して指導・助言等を行つた場

合は受託者もその方針に従うこと。

⑥ 受託者は電子政府推進計画等の方針 (今後出されるものも含む)に従うこと。

制約条件

ア 応札条件
情報システム調達の公平性を確保するため、参加者は、以下に挙げる事業者

及びこの事業者の「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭

和 38年大蔵省令第59号 )第 8条に規定する親会社及び子会社、同一の親会社

を持つ会社並びに委託先事業者等の緊密な利害関係を有する受託者でないこ

と。
●  厚生労lJltt C I O補 佐官及びその支援スタッフなど (常時勤務を要し
ない官職を占める職員、「―Rl職員の任期付職員の採用及び給与の特例
に関する法律」(平成 12年 11月 27日法律第 125号 )に規定する任期付

職員及び「国と民間企業との間の人事交流に関する法律」(平成 11年 12

月22日法律第 224号 )に基づき交流採用されたlrd員を除く)が現に属
する又は過去2年間に属していた事業者。

イ.再委託
受託者は、本業務を第二者に再委託してはならない (受託者が、提案依頼書

に基づき共同提案する場合で当該共同提案に参画する他の者に本業務の一部

を委託する場合を除く。)。 ただし、本業務全体に大きな影響を及ぼさない補助

的業務について、あらかじめ保健統計室の許可を得た場合はこの限りではない。

著作権等

① 本件に係り作成・変更・更新されるドキュメント類及びプログラムの著作権 (著

作権法第21条から第28条に定めるすべての権利を含む)は、受託者が本件の

従前より権利を保有していた等の明確な理由により、あらかじめ書面にて権利

譲渡不可能と示されたもの以外、保健統計室が所有する現有資産の移行により

発生した権利を含めて、すべて保健統計室に帰属するものとする。

② 本件に係り発生した権利については、受託者は著作者人格権を行使しないもの

とする。

③ 本件に係り発生した権利については、今後、二次的著作物が作成された場合等

であっても、受託者は原著作物の著作権者としての権利を行使しないものとす

る。

④ 本件に係り作成・変更・修正されるドキュメント類及びプログラム等に第二者

が権利を有する著作物が含まれる場合、受託者は当該著作物の使用に必要な費

用負担や使用許諾契約に係る一切の手続きを行うこと。この場合は、事前に保

促統計室へ報告し、承認を得ること。

⑤ 納入成果物等に第二者が権利を有する著作物 (以下「既存著作物」という。)

が含まれる場合は、厚生労働省が特に使用を指示した場合を除き、当該著作物

の使用に必要な費用の負担及び使用承諾契約に係る一切の手続を行うこと。

③ 本契約に基づ〈作業に関し、第二者との間に著作権に係る権利侵害の紛争が生

じた場合には、当該紛争の原因が専ら保健統計室の責めに帰す場合を除き、受

言モ者の責任、負担において一切を処理すること。この場合、保健統計室は係る

紛争の事実を知ったときは、受託者に通知し、必要な範囲で訴訟上の防衛を受

託者に委ねる等の協力措置を請ずるものとする。

(3) 機密保持                           ´

ア 本仕様書に基づく作業の実施中及び実施後も作業で知り得た情報を第
二者に開示、または漏えいしないこと。

イ 保健統計室が提供した情報を第二者に開示することが必要である場合
は、事前に保健統計室と協議の上、承認を得ること。

(4) そのi也
ア 契約は落札後、速やかに行うこととする。
ィ 環境の変更等により、システム稼働時における動作保証が満たされなく
なる場合、再度の設定変更等による対応を行い、動作保証を行うこと。こ

の場合、作成した設計書等にも反映させること。ただし、受言モ者の責任に

よらない場合については、上記記載の対象外とする。

ウ この調達仕様書類の目的外利用は禁止するものとする。

(2)

l(;
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昨 喘 : : : ;  1 ! :  l i : て‐―、..1 二上i l｀｀≧」
一 ― 一 一 ―

一

・
一 一

―
一

―
一

:― _           ___上 _1__二 _ 1 __

分 ` ! 竃呼可
~TlF「
汀 I手評百 T膏爾

1 外・ _竺 F 延 崚

ピ

一

注

‥ 1 ※印は保健所で記入すること。
2 「介護療養病床」とは、療養病床のうち、介艘保険法第48条第1項第3号に規定する指定介饉療養型医療施設に係る病床をいうものであり、
「介饉療養献 ,(6)欄には、「療養病床」(4)欄のうち介護療姜病床を利用する患者に係る数値を記入すること。
3て
帯灘 霧藻f留羅 縦 颯 きど

該毒赫
下
に
甲
して
3rr姜
病
甲
0型■ 介

弩
療養
T本
を有
:る
場合は当該介餞療養病床に

甲
し

※印は保健所で記入すること。
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分
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ご
一価士

一
・

俸

■
‘

ヽ

一
“常

襲

Ｉ

Ｔ

1   職

l

|(03)豪

:0:)1  1■

市,■ :rl」、名

i■確FFち

:重

刷       師

譴  .    FF‐

r itQ I鷲
テ〕 良 ●

1薄 ,Jr・・Fち 劇隋
・t.おう=`疇::f 辮

型
言  li  増  嗜  十
N  it  贅  !1  士

:1  唯   1■   ■!  士

7■   ■  上  士

ニ ツ
"■
11 lt面

1(05) 
助       産       晰

|(0")1 鶯       』       脈

(`)T, 'lt

考
I:

注 1)「 ※ 1」 印は保健所で 8己入すること.
注 2)「※ 2J「※3J印は 1己入要領を

'熙
の上、8己入すること
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・ 件腱計符号_ こ_上三il 8T正・追加報告

一
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|=11・ :lヽ ■|:11`
「1■を古む|ヽ 1:
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一
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月

病
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理
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一
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小
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チェック欄

保腱所凸□ “
市凸□
都IE府県

凸 □

１

２

　

　

３

注 ※印は保健所で記入すること.
「介護療養病床」とは、療養病床のうち、介韻保険法第48条第1項第3号に規定する指定介護療養型医療施設に係る病床をいうものであり、

「介置療養病床J(6)欄には、「療養病床」(4)欄のうち介EE療姜病床を利用する患者に係る数値を記入すること。
療養病床を有する診療所については、当該療養病床に関して「療養病床」 (4)欄に、介護療養病床を有する場合は当該介蹟療養病床に関し

て「介護療養病床J(6)欄に記入すること。         36
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院病 報 告 (患者票)
T嗜□{≫分

訂正・追加報告

保健所由匿1∃
る

市 凸Eヨ
″

都轟鳥県凸巨

都道府県名

保健所名

施 設 名

所 在 lL

F 保 健 所 符 号

神柄

一
感

r・
i

染 症  rli

l i l l :

肇

一　
一

養

一
般

i~‐_||｀| 
｀
｀ ヽ
、、 、1__二

一
二
一

―
―　
一

七
”

一̈
ヽ

小
一

一匠一“
　
一̈
一

分

~五~孫
  |(.|

| クト

ー

1〔  患  者

※印は保健所で記入すること。
「介護療養病床Jと は、療養病床のうち、介護保険法第48条第 1項第3号に規定する指定介護療養型医療施設に係る病床をいうものであり、
「介護療養病床」(6)欄には、「療養病床」(4)欄のうち介護療養病床を利用する患者に係る数値を記入すること。
療養病床を有する診療所については、当該療養病床に関して「療養病床」(4)欄に、介護療養病床を有する場合は当該介証療養病床に関し
て「介護療養病床」(6)欄に記入すること:
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１
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３

注
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② l:誰重諾ヱ
ニ

院  報  告 (従事者票)病
　

告̈都:宣府県名

保健PF乞

殖 11

llF・ 在 地

※ 1 
保 健 所 符 号

I」
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― |  ~T~奮 動  兵7~ ~

幸轟吼亀質'現 |

~電
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‐HI
票
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11言語百日檜二■■11 11コ ミ lt 装  聾_士

i:it,  ル や it li~「 i lt l囁
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li」|:妻 !「 ェ :´ 贅 士

〕

`=|′

1主 全 編 hL士

備  青 Ti

注 1)「※ 1」 印は保健所で記入することで
注 2) 「́※2」 「※3J印は3己入要領を参照の上、3a入すること,
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Яl:泰 2-7
調li名  病 院 0日 告

調斎票名 病院報告 コミ者 夏 (病院 分、病院 用 )

調査名 病 院 報 告

調ii票 名

別添2-8

:1帯月 現日名 lF改 項目の内容
In■年 英 敬 2 21～ 22(必 須 )

日 01-12(必 獅〕

静理競尋 懃 !01000000～ i47990000(必 須)フレブリント
0～ 99900.Ijl目 箭号 913172127の 3

博数・月末在Fi想 者鍬 ～0990_1雨 目漏書 1014182220の 合

博数・FFr入院むお数 数字 0～ 0999.Ijl目

じ数・退醍』者数 数字 0～ 9990.Ijn目冊号!210202530の 合11
数字 5 0～ 99999

1∴神病床 (1)・ 月末在院 _l者 数 数 写 0-9990
散 字

f・ l神病床 (1)週院 lll者 数 数字 0～ 9000

R_tll症病床(2)・ 在院ι者延数 数字

感染症病床 (2)・ 月末在院世者敗 数字 0～ 9999

感梁症価床(2)trrttri患 者数 数字 0-9999

藝奎症病床 (2,・ 退Fi憲 者数 数字

|.t"病 床 (3)在 Fiil・希延数 数字

轄核病床 (3)月 末在院患者数

病床 (4)在院 は者 数 数 年

楡 F■紡床 (4,月 末rt院世計数
漁■癌床 (4)・ 新入院じお数

lltJrt病床 14)・ 同一匡漁椒殷l内の

他の11別のFl床から移された↓者輩

数 字

薇養病床 (4)週 ri懸者数
薇jTt病 床 (4)・ 同一医 frt臓 lメ1内の

他の I千別の病床へ I多された饉者数

取 字

―口0病 床 (5'月 末在院 出者 数 政字

―nl病 床 (5)新 入Fi悲者激
一般病床 (5)・ 遺院患考数

介護籠養編床 (6)月 末在院題薔殿 数 字 0～ 0990.:Л日32■項目22'1日 32)lЛ 日37て :Л 日40に入力のな
い喘合メンセージ表示

介■ 1籠書術康(Gl同―Ell腱 19'内 の介1“ ll■衝熊 I以 外
(他 の:1男 1の 前康を含む .)の 同床から1多さ

'■

たりお■

取 字

介肛 l●養痴康 (6"同一●薇
"!メ

1内 の,■ ,蒸輌庶
'メ

タ|

(lしの11"1の n床を含む_1の■床ヘリされた0■設
数 字

介誕漁 ITt病 床(G)月 末病床数 英 数 0～ 9999.またはスベース.項 目01-31が 0のときに1以上の入力が
あればメリセージ表示.Ill目 3a二 l以 上の入力があるときに0の 1::

合工う―表示

タト来1,者コニ数
:T正・追力0報告 英数 △=通常の0日告tデフォルト,00● lG"18告 (手動入力i ll‐ 90・ :'工 la告

いlI送 lg済みのデータを再送I宮するとき、自動て0:から入る,

備考有素 英敗 △=項 目書号40の 人力用し(デフォルト, 1● 誦目冊号|lt四 ■ )の 入力71

あつたとき自鶴入力   _

備考 l●

都通府県名 全角 ブしブ11シ

保lL所 名 全 ,I ブしプリシ

施設名 全角 つlノプリン

所在地 全角 ブレプリント

:Л引や「 項目名 は11 11数 項目の内容

調飛年 英数 2 2!… 22(必 須 )

英独

■理稀号 英数 9 201000000～ 24,999999(必 須)フレフリント
rA纂病床( 在院 E希 延致 数字 5 0～ 99999

1螢基繍床 (4 月末在院患者畿 徴車

1点 ITt衝 床 (4)・ 同一匡 ff11・ll殷 l内の

他の11別 の病床から1多されたL者 散
数 字 3 0‐‐999

llt jTt病 床 (4'遇院悲者数 数字

lll rt病原(4)・ 同一医fll llllyl内の
ILの lI別の病床へ移さオtた L7i数

数字 3 0～ 999

介巡練■痛 原 {6)・ 月末在 ri妙 薔数 敗 字 0～ 9900.項 目 :2S:1日 6項 目i2)項 目 17で項目 ||に 入力のな
い場合メッセージ表示

介‖■in床 (6)同 一Ellllatill内の介1“ 燎姜鋼床以タト
(他の11"1の n床を含む )の n康からしさ1ヽた妙キu

数 字 3 0・‐999

介 i盤籠養病床 (6)退 院 i■者致 数字 0-9909.項 目 15■ 11目 9

介」籠薇航熊 tら卜同―E■ l・■lll内 の介:un■ n床 り,|
(IIの :|,rの 輌IFを 含む :の nfFへ 1,さ Jι′二ιナ●

数字

介祗 llt晏 臓床 {6)月 末衝床取 天 取 0-9000.ま たはスヘース_lllロ ロ～:1/J10のときに1以上の入カカ
あ1■ばメッセーシ表示 項目12に t以上の入力があるときに0の

'I合エラー根テ

丁ヽ正 追加|‖肯 英数 △・ 通常のIB告
`デ
フォル l・  00=lBllll18告 {手勁入力).0:～ り,■1正 僣告

ti度 選|=請みのデータを両送11す るとき 自動て01か ら入る)

備考有 lR 英数 0,IjI自

“

号 !0の 入力用しtデフォルト,.1■■日箭号,J(■■ |の入力が
あつたとき自動入カ

備考棚 全 frl

抑通府県名



別添 2-9 調査名 病 院 報 告

踊 票名 病院報告 仕事者票 (病院用 )調ltr名  病 院 報 告

調査票名 病 I.‐報告 従事者翼 (病院用 )

質器洞 項 目名 熙11 1行 数 項 目の内容

調査年
=

22(必 須 )
2 保健所符号 英 数 0101～ 4790(必 須 )
3 整理番号 英 数 !O1000000～ 14'9999■ 9(必

`雨

)フレブ
',ン
ト

英 数

(01)医師・非常 J力 (整数部 ) 英数 0～ 9999△ 項目6に数字が入ったときは、必ず数牢が入る
6 (01)医師・非常動 (′ 1ヽ数点 英数 0～ 9、 △  項目5に数字が入ったときは、必ず数字が入る

薬 数 0～ 9999△
B 英 数 0～ 0999△ 項 目9に数年が入ったとキ1士 必ず L・1車 が 入ふ
(02)画科医師・非富勁 (′ 1ヽ数点露―位 ) 英 数 0～ 9、 △  項目0に数字が入つたときは、必ず数字が入る
(03)稟 11師・実人員

(03)薬■1師・常動換算 (撃敬部 ) 英 数 0～ 9999△ 項目 !O12に 数字が入ったときは ,必ず数字が入る
(03)栗 11師・常勁換算 (4ヽ 数点■―位 ) 糞 盪 0～ 9、 △  項 目 10‖ に数字が入ったときは .必ず敗字が入る

(04)保健師・鸞動糧算 (小
=セ

点
=―
,,〕 英 数 0～ 9、 △ 1014に数字が入つたときは、必ず数字が入る

=t,
0～ 9999△ 項目 1710に 数字が入ったときは、必ず級字が入る

(05)助産 e薔 .常 lh腱豆 (常 |1部】 英盪 0～ 9999△ 項目 16:8に 数字が入ったときは、必ず数字が入る
(05)助産師 備 勁換算 (′ 1ヽ数点第一 li) 0～ 9、 △  項 lG lフ に数字が入つたときは、必ず数字が入る

(06)看 II師・実人員 0～ 9999△ 項目2021に数字が入ったときは、必ず融字が入る
(06)看 1盤師・鸞 ,力換算 (界盪部 ) 英 数 0-9999▲ 項目 !92:に 数字が入ったときは、必ず敗字が入る

英 強 :020に 数字が入ったときは .必ず敗字が入る
英 幽 2324に数字が入つたときは .必ず数字が入る

(0').t窃 :【師・常動換算(整数部) 0～ 9999△ 項 2224に数字が入つたときは、必 tr数 字が入る
(07泄構 I【師 ‖勤換算 (小 数点窮―位 ) 0～ 9.△  項 [ 12223に 数字が入ったときは、必ず数字が入る
(00)む li業務稲Rll者・常勤換算( 数部 ) 0～ 9999△ 項 E 126に 数字が入ったときは、必ず盪字が入る
(00)看 :【業務 1市 nll者機 動換算 (小数点舘―

`●

, 英数 0～ 9、 △  項 125に 数字 が 入ったとき 1士 必ず tl宰 力
`入
る

英 敬 0～ 9999△ 項目20に 数字が入ったときは、必ず数字が入る
(00)理学療法士 (PT)硝 動換算 ( 卜数点寛―位 )

=e奎
0～ 9.△   項目271こ 数字が入ったときは _必ず投字が入

10)1乍菜憲法士 (OT)・ 常勤換算 敷部 ) 英数 0～ 9990 △項目30に数字が入つたときは、必ず数字が入
!0)作 某憲法士 (OT)・ 常 |力換算 数点驚―位 ) 0～ 9、 △  項 20に数字が入つたときは ,必ず数字が入る
)視

“

L]1製 士・常動換算 整数部 ) 0-9909△ 項 目32に 数年が入ったときは 必ず数年が入
英数 0～ 9.△  項目3!に 艶牢が

罐数 蔀 , 英 数 0～ 9990 △ 34に数字が入つたときは .必ず数字が入る
2)言語 l■・寛■・常勤換算 小数点■―位 ) 薬融 301こ 数字が入つたときは、必ず数字が入る

3)義 肢装具士・常 ln艤算 繁 政 部 ) 英数 0～ 9999△ 項 目06に数字が入ったときは ^必ず毅牢がλ
英 数 0-9、 △  項目35に 数字が入つたときは、必ず数字が入

|●歯 lltti生 士・‖勤換算 整数
=1) =t,

0～ 9999△ 項目30に 数字が入つたときは .必ず敬牢が入る
(14)山科綺i生士 常]力換算 (小 敷 英数 0～ 9、 △  項目3'に 数字が入ったときは .必ず数字が入
(15)山科1■工士・常lh糧霊 轄 馳 英 数 0～ 9999 △ 40に 取字が入つたときは ,必ず数字が入る

`r●

l歯キ1技工士・常勤換算 小数点第一位 ) ■螢 301t数字が入つたときは、必ず数字が入る
:6)診 籠放射綿技師・常 In趣

=(啓
数部 ) 更数 0～ 9999△ 項目421こ 数字が入つたときは、必ず数字が入る

,)診 療エツクス線猿師・常動換
= 英 数 0～ 9999△ 項目44に数字が入ったときは、必ず輸牢が入ふ

7)診僚エツクス線技師・常勁換算 (小数点第一位 ) 薬 数 0～ 9、 △  項 目43に数字が入ったときは、必ず数字が入る
!8)臨 床検壺技師・常動換車 {整盪部 ) 0～ 9999△ 項目46に数字が入ったときは、必ず毅字が入る
:0)臨 床検壺技飾・常動儘算 (小数 点第一位 ) 英 数 0～ 9、 △  項目451こ 数字が入ったときは、必ず数字が入る
:9)ri生 棟董技師 .常勤換算 (壼数部 ) 葵 数 0～ 0999△ 項目48に数字が入ったとき!ま 、必ず数字が入る
19)Inl生検蓋猿師・常動換算 小数点寅―位 ) 0～ 9 △  項目4フに数字が入ったときは _必ず級字が入
(20)臨床工学技士・常勁換算 螢

"
部 ) 英 数 0～ 9999△ 項目50に数字が入ったときは、必ず数字が入

(20)西床工宇傾士・常勤換算 (小数点窮―位 ) 英 盪 が入ったときは、必ず数字が入る
(21)あ ん鷹マツサーシ指圧師・常動換算(襲数部) 0～ 9999△ 項目52に 数字が入ったときは .必ず
(21)あ ん曝マツサーツ掲L帥哺 勁換

=(小
数点第一位 ) 莫 数 0～ 9、 △  項目51に 数字が入つたときは、必ず数字が入

(22)柔道塾 tl師・常動損二 (鬱盪部 ) 葵 敵 0～ 9999△ 項 目54に EI字 が入ったときは 必ず tl車が入る
(22)柔遭慶傾 B雨・常動換耳 (′ ]ヽ数点

=―
位 ) 婁 tl 0～ 9.△   項目53に 数字が入ったときは、必ず盪字が入る

藁 数 0-9999△ 瑣日56に 敗亭が入つたときは、必ず数字が入
(23)管理宗養■ .富勁換算 (′ :｀数点第一位 ) 英 数 0～ 9 △  項目551i数字が入つたときは、必ず数字が入
(24)栄養士・常動換

=(整
数部 ) 英敗 0～ 9999△ 項 目58に数字が入ったときは、必ず敬字が入る

(20茉賽士・常勤喚算 (′ 1ヽ数点第一位 ) 薬|| 0～ 9.△  項目57に 敗字が入つたときは、必ず数字が入る
(25)霜 ll保健 1=祉士・常動換

=(整
数部 ) 0～ 9999△ 項 目60に数字が入ったときは、必ずal寧

英 数 0～ 9、 △  項 目59に数字が入ったときは、必ず轍字′

頃番弓 lll日 名 属11 lF魏 項 目の内容

(26)社 会4品 1上士・常el継算(整数
=1)

0～ 9999△ 項目62に数字が入ったときは .必ず数字が入る

(26)社会 1日 1上士・常勁換算 (1ヽ数点第一位 ) 英 数 0～ 0.△  項目61に強早が入つたと言:`、 必丁弧早 /Jt人 0
(27)介 IC 131上 士・常 lh換算 (整 数部 ) 0～ 9999△ 項目64に数字が入つたときは、必ず数字が入

(27)介 路編 ,1士 常晏力極算 (′卜数点第一位 ) 英 覇 0～ 0_△  IE目 63に数年が入ったときは、必ず破字が入
薬 数 0～ 9999 △ 項目661=数字が入つたとき13.必 丁致子 力`人る

(28)そ の他の柱 lli員・常勤換算 (′卜数点露―位 ) 藁 強 o～ 9_△  項目65に数字が入ったときは、必ず数字が入る
(20)虜 続社会覇糞従II者・鸞勤換算 (整 数部 ) 英 敗 0-9999△ 頂目6nに数字が入ったときは、必ず数字が入る

(20)医療社会事業従椰者■ 勤換算 (小数点篤―位 ) 藁 数 0～ 9、 △  項目6フに数字が入つたときは .必丁数字が人う
(30)聴 躍朧昌・堂 |力 糧霊 (盤数部 ) 英 1

(30)お 務職員・常勤換算(′ Jヽ数点扇―位) 薬 数 0-9、 △  項目60に数字が入つたとき|よ .必丁観字が入る
(31)そ の lLの朧 員・鷲動換算 (整敗部 ) 莫 強 0～ 9999△ 項目,2に 数字 が入ったときは、必ず致字が入る

(3:)子 の llhの ma・ 常動換算 (′卜数点窮―位 ) 英 敗 o～ 9△  項目,:に盪字が入ったときは、必ず数字が入る
訂正・追加 11告 英 敗 2 △=通常の01告 (デフォルト

',tXli lB加
IB告 (手効入力).0:-90● :T正 IE告

(1度送信済みのデータを両送18す るとき、自動てOlから入る)

噺考 薔 麻 英 敗 △ IIn日 稀号,4の入力需し(デフォルト).l「 In日冊号
'■

(嬌考)の入力が
あつたとき自動入力

備考欄

in適府県名 全角 フレフリント

保1■所名 全角

施設名 全 角

所在地 全角

Ｏ
∞



Яl添 2-10 別添 2-11
潤査名 病 院 幸臓告

調デ:票名 病際 IFI告 熙者票 (病 li分 .者「道府県・保

"1所

用 )

調査名 病 1'諄n告

調|‐N票名 病院報告 熊者票(診癖所分、都措府県・保{絆 PFr用 )

項器号 lll目 名 IF数 11目 の内害

調薔年 ■ 4 2'～ 22(必 須 )

2 英 数 2 ― 12(必

`1)保健所符号 英数

黎 llP稀 暑 菫政 9 101000000～ 147099999(必 須)ブレフリント
数 字 5 0-30000.11日 番号913172127の 3
数 字 0～ 0990、 現日帯号 !014182223の 合

●触 9rr入醜 Jt者 盪 数 字 0～ 09つ 0_項 目番号 1115192320の 合

数 字 0～ 90つ 011日 帯号 1216202530の

:∴神病床(1)在 Fit者延激 数字 6 0～ 99900

:∴わ
"膚

床(1).月 末在院と者数 数 字 0～ 90つ 0

:∴神 病床 (1)FF8入 院 ll者 数 数字 0～ 9999

,1神 病床 (1)・ 担院出者数 数 字

11塾症病床(2)・ 在院‖者延数 数字 5 0～ 9099,

い肇fT織 康 (2)・ 月末在FiL希数 数 字

い築症病 床 (2)PFr入 院 0者 数 数 字

ti ttjお病床 (2)・ Jl院 J:者激 数 字 0～ 9900

鑑 li病 床 (3)・ 在院 饉者 lll致 政字

錯 :ム病床 (3)月 末在院患者敏 数 字

嬌 |夕病床
`3)・
fFr入院ll者 激 数字 0-9つ 09

賠 :玄 病床 (3)担 院 ll・ 者触 数字 0～ 0,00

llt fF.病 床 4)在院出者延数 数字

lll兵 病 床 (4)同 一睡 f“
"1収

lrAlの

lLの 11"1の病床からI多された■学:散
数 字

,tl■病床(4)退院i」 7,数
薇 jTt病 床 (4)同 一厖績槻開内の

他のll別 の病床へ I多されたtキヤ数

取 字

―nl病 床 5,在 院 せ薔延魏
5)・ 月末在「i」 i者型 数 字

者 数 数字 0-D'99

敗字

介えζl●基病床 (6)・ 在院患若延数

介3ilhJTt病床(6)・ 月末在院む者数 数 字 0-9000.項 目32 F lrl目 22.11目 32>項目37で現日40に入力のな
い1場合メンセ~ジ表示

敗 字 0～ 0000.:月 日30`:Л 目23

介‖ll養籠康t6,同―EttLI限 11～の介郎漁i Fl床 ,メタI
(他の11"1の ■床を含|し ,の n床からしさ1ヽた出■4

数字 0～ 009

設字

介郎jl Ft両 床(G,同―E薇撹Ⅲ内の介:区 ′な薇輌床以夕|
{他の11別の輌床を含む_)の価暉へ iルされた0■設

数字

介 i`籠 飛 病 床 (6,月 末 廟床 双 英 敗 0-9000.ま たはスベース 項目01-31が 0のときに1以上の人カカ
あればメンセ~ジ表示 項目32に 1以上の入力があるときに0の場
合エラー表示

外来悲者延数 数 字

:丁正・追 力nl騒 告 英数 △=通 常の10告
`デ
フォルト)01=追 加,0告 (手 勁入力,01-99=:I正 帽告

〈1度 芝1=済みのデータを両選1=するとき,日 勁て01か ら入●
'

ri考 有無 英数 0='1日 競号10の人力用し1デフ●ルト).|=項 目需号10(0青 ,の入力が
あったとき自動入力

備考樹 全
「

1

都道府県名 全夕1

保健所名 全 角 ブレプリント

施設名 全 角 づ 1ンプ 11・ノト

所在 1也 全角

チェック輛 保健所 英敗 |スペース 項目16のボタンをi甲すとチェックが入る

チエンクlm・保健所 受
`■

ボタ
=

英螢 ボタンを押すとシステム 8付をrR得する

チエンク側・市 英数 l スペース :ロロ48のボタンを1'すとチェックが入る

英数 ボ●シ■1甲十とシステム日付,I12`9する

英数 , スペース :雨目50のボタンタ:口すとチェンクが入る

英数 ボタン
'1'す
とシステム日付を取

`9す

る

Л‖号 項目名 は性 411激 項目の内容

調 lFt年 葵数 2 21… 22(必 須 )

2 0!～ 12(必須 )

僕{[所 符号 英政

英数 9

数字 5 0-99990

数 字

数字

籠3TF病床 (4)同 一医療 ll■ 凹内の

1也の :1男1の 価床から1多された■者数

数字

llt養病床 (4)退 院じ希数
練rt病床(4)同 一医lll機関内の
{Lの l千別の病床へ1多されたせ希致

型 字

介il績 ■病床 (6)在院↓者延政
介111彙 lTt病 床 (6)・ 月末在rit者型 敗 字 0-9900、 項目 12≦ 項目6.'I目 12>lrl目 17て IFl目 :りに入力のな

い場合メンセ~ジ表示

介Щln■病床(6「 同一C晨班Ш内の介lllain床以夕|
((しの11"1の lll床を含む_)の ■床から:多されたU者取

数 字

盪 字 0～ 0009、 ■日15■
'I目
9

rrunin床 (6,同―Ent・ tl投 1内の外出漁■何床11夕
'(1しの1lXlの f7‐床を含む、)の l■

‐
環へ:多さ1ヽた0お取

敗字 0～ 999

介11漁美病床 t6)月 末病床数 英数 0-9009、 またはスペース 11ロ ロ～ 167j10のときに!以上の入力が

あれじメッセージ表示 lrl日 12に ,以上の入力があるときに0の場
合エラー表示

iT正 追加,餃告 英数 0・通.Aの 10告 (デフォルト!.● 0=■ OIDO口 告
`手
勁入力,.0:-9卜 :T正 ,1告

い度送|=驚みのデータを■送11するとき.自 動て0か ら入る,

備考有鳳 栞 数 △■1日 訃号 10の 入力用してデフォルト).l・ 項目十号i91出考 )の入力が

あつたとき自動入力

慟考個 全′

“都通rf l 全′1

全″l

籠 11名

所在地 ブしワリント

英数 : スペース :雨 口25のポタンを

“'す
とチェックが入る

チエンク‖口・1■ 1■所 受1=:ヨに夕: 爽数 ポタンを1'すとシステムロ1サを取11する

英数 1 スペース
'■

目27のボタンをlTすとチェンクが入る

チェックln・市 受付ボタ: 英数 ボタンタ椰すとシステム日付を取(Hする

チエンクlm・ 椰 :こ 府県 英数 1_スベース :壺目29のポタンをlTすとチェンクが入る

英数



別添2-12 Iq査名 病 院 報 告

In■票名 病院報告 従事者票 (著B道府県・保It所用 )調査名 病 院 報 告

調査票名 病院報告 仕事者票鰤 道府県・保411所 用 )

項目名 口 1生 ‖テ数 項目の内容

英 艶 22(必 須 )

2 所得 薬 徴

3 整理器号 :01000000～ 147000090(必 須)ブレフリント
英撒 0-9999△

(01)医 師・非常勤 (整 数部 ) 薬 地 ～9999 △ つたときは、必ず数字が入
(01)医 師・ヨL螢 lh(小数点第一位 ) こ数 0～ 9、 △ 5に数字が入ったときは、必ず盪字が入る

英数 0～ 9999△
師・非常動 (襲 II部 ) 薬 む 0‐‐9900 △ 9に敷字が入つたときは、必ず数字が入る

(02)歯利医師・非常動 (小数 点雲― 英数 0～ 9.△ 目0に数字が入ったときは、必ず盪字が入る

英数 0～ 9999 △ 目ll 12に数字が入ったときは _

(03)藁 11師・常 IJl換 算 (整 EI部 )
=磁

0～ 9999△ 項目 1012に 数字が入つたときは、 数字が入

(031 0～ 0、 △  項目!01 数 字 力く入 ったときは
(04) 英 数 0～ 9999△ 目 1415に 数字が入った

英数 0-9990 △ 目 13i5に 数字 が 入ったと封 t すヽ数字が
(04)保 lL師・賞動換算 (小数点第一位 ) 糞 13!4に 敗字が入つたときは .必ず数字が入る
(05)助 産 8T・ 案人員 0～ 9900△ 項目 lワ 10に数字が入ったときは .必ず敬字が入

0～ 9990△ 項目 1610に 数年が入ったときは、
0-9、 △  項目 :G17に 数字が入ったときは、

(06)省 lE師・冥人員 0～ 9990△ 項目2021に数字が入つたときは、
(06)者 i【師・鸞勤損算 (弊 ll部 ) 英数 0～ 9999 △ 目 !921に 数字が入ったときは_必ず毅牢 7jl 、る

.常動換算 (′卜数点露―位 , 糞 螢 0～ 9、 △ 1920に取字が入つたときは、必ず数字が入
(07)准 看 l■師・奥人員 0～ 9999△ 項 目2324に数字が入つたときは、必す数字が入る

英数 0～ 9990△ 項 目2224に数字が入ったときは、
(07).tむ 【師州 勤換算(′卜数点第一位) ■ 敏 2223に敷字が入つたときは、必す数字が入る

0-9999 △ 目26に 数字が入つたときは 必ず毬
(00)イ (小 数点第一位 ) 英 数 0～ 0、 △  項目25に 数字が入ったときは、必ず数字が入
(09)理 学廉法士 (PT)・ 常動換 t7(里数部 ) 28に数字 が入つたときは、必ず II字が入る
(00)理

~‐
薇法士 (PT)・ 常動換算 (■ 点笙 ―位 〕 ～0.△   項 目2'に数字が入つたときは、必ず数字が入る

(lo)4● 」 英数 0～ 0999△
'

10)作 菜餞法士 (OT)・ 常 ll餞算 (小数点窮―位 ) 英 盪 0～ 9、 △ つたときは、必ず数字が入る
憂 数 0～ 9900△ 目32に数字が入ったときは _必ず敬字が入る

‖椒士・常 ,力換算 (′ :ヽ数点蔦―位 ) 英 数 0～ 9、 △  項目31に数字が入ったときは、必ず敗字が入る
騰堂士・常勤換算 (整数部 ) 34に 数字が入つたときは、必ず数字が入る

12)言 1[駐覚士・常勤換
`

0～ 9.△   項目33に数字が入つたときは .必ず盪牢カ
0-9999△ 項目36に数字が入ったときは .必ヽ
0～ 9.△   項目35に数字が入ったときは

英 数 0～ 9999△ 項目38に数字が入ったとき I
室士・賞勁換算 (′卜数点覇―位 ) 英盪 0～ 9.△ に殻字が入つたときは、必ず数字が入る

15)歯 14技工士・常動換算 (艶盪部 ) 40に 数字が入つたときは、必ず数字が入る

15)歯 科技工士 鷲 J力換』 ,盪 ヨ30に数字が入つたときは、必ず盪字が入
16)診療放射線儘師 英 数 0～ 9999△ 項 目42に数字が入ったときは、必t

射線籠師・常勤換算 (小 数点粛―位 ) 藁 盪 0～ 9、 △  項 目41に数字が入ったときは、必ず数字が入
7)診薇エックス線技師・常動換算 (整 数部 ) 41に数字が入つたときは、必ず強字が入る
7)診薇エツクスIn技師・営 en横 車 (小 ― 位 , 葵 数 0～ 9、 △ 目43に数字が入ったときは、必ず●■

18)臨 床検壺技師・常動換算 塾数部 ) 養 数 設字が入る

8)IE床 検壺植師・常動槙軍 ′1ヽ敬 、△  項 目451=数字が入つたときは、必ず強字が
:9)Ili生

"
蓋技師・常勁換算 整数部 ) 英 数 0～ 9999△ 日40に数字が入ったときは、必ず数字が入る

0～ 9.△ 目47に数字が入ったときは、必ず徴字が入る

(20)EE床 工学技士,常動換算餞数部) 婁 盪 0-9999△ 項目50に 数字が入つたときは、必ず跛字が
小数点第一位 ) 薬 数 0～ 9.△ 目49に数字が入ったときは、必ず数字が入る

(21)あん摩マツサーシ指II師・鷲動換
=(豊
数部) 52に 数字 が入つたときは、必ず数字が入る

(21)あんIEマツサーシ ι) 英 数 0-9.△ 目5‖こ数字力(入 ったときは _必 ,

英 数 0～ 9999△ 項 目54に数 字 が入 ったときは 、必ず 数字が
(22)柔 通整被師・常助換算 (′ 1ヽ 数点窮―位 ) 糞 徴 0～ 9、 △ 50に 数字が入つたときは、必ず 讀字が入

数 0～ 9999△ 目56に数字が入ったときは、必■

理 秦 士・常動換算 (′ 1ヽ数点窮―位 ) 婁 独 0～ 9、 △ 字が入つたときは、必ず数字が入る

(24)栄姜士・常動換算 (整敬部 ) 葵 磁 0～ 9999△ 項目58にFl字が入ったときは、必ず 字が入
英数 0-9.△ 目57に数字が入ったときは 必ず綸

旧祉士・常動換算 (豊 数部 ) 英盪 0～ 9999△ , きは、必ず数字が入る
(25)精 神保4E福祉士・営勤換算 (小 数点第一位 ) つたときは、必ず数字が入る

頃番号 項目名 風11 lF数 項目の内容

0～ 9999△ ll日 62に数字が入ったときは、必ず数字 /1S入

(26)社 会福祉士・賞動換算 (小 数点露―位 ) 英 数 0～ 9、 △ 61に数字が入ったときは、必ず盪字が入

(2フ )介 :工 ,日 l■士・常螢力換算 (整 数部 ) 英 敗 0～ 9999 △ 64に数字力
`入
つたと言|工 .

(27)介 iCttllL士・鷲J力換算(小数点第一位)
=毅

0-9ヽ △ 63に数字が入ったときは、必ず致字が入る

(20)そ の他の技術員・常勁換算 (整致部 )

(28)その他の li術員・常勁換算 (′ 1ヽ数点覇―位 ) 薬 数 0～ 9.△  項目65に数字が入つたときは、必ず取子が人イ

6 (29)医 籠社会 tr葉従W署・常動換算 (整 数部 ) 0～ 9999△ 項目60に数字が入ったときは、必ず数字が入

(29)医 療社会T某従W者・常勁換算 (4ヽ敗点第一位 ) 薬 螢 1 0‐ 9、 △  項目6フに数字が入つたときは、必ず数字が入る
(30)IIr務 職員・常動換算(整致部) 薬 敵 0～ 9999△ 項目70に数字が入つたときは、必ず数字が入る

(30)1「 務職員・常勁換算 (1ヽ敗点第一位 ) 葵 数 0～ 9_△  洒目69に|1寧力
'入
ったとをは、必ず数字が入る

(31)その1也の駐員・常勤換算曜政ED) 英 数 4 0～ 9999△ 項ロフ2に数字が入つたときは、必す取写が入

(3!)そ の他の臓員・常動換算 (′卜数点第一位 ) 0-9_△  頂日71に数字が入つたときは、必ず数字が入

:T正・追加報告 英 数 2 △=通常の11告 (デフオルト).00=追 加In告 (手動入力)、 01～ 00=:T正 |1告
(!l■送信・■みのデータを両送1=するとき、自動て01から入る)

|1考有無 英敷 △=項 目柵号,4の入力需してデフォルト).:=項 目希号71(‖考,の人力が
あつたとき自動入力

備考 lH 全 角

吉B適 府県名

保 l12所名 全 rl

施設名 全 角

所在
'L

全fl フレフリント

チ ェ ック旧・ 保 イ:,所 英 数 スペース 
“

自nOのポ●シ多4rp十 と手ェ.リウが入る

手ェ.リ ク旧・俣 llP所 晏付ボタン 英敗 ポうシ■lmすとシステム日付を取得する

チェック欄・市 英 数 スベース 1● 日n,のボ●シ,lmす″子i・ックが 入る

薬 敬

チェック1‖・都道府県 英敗 l_スベース 誦目84のボタンを押すとチェリクが入る

チェック欄硼 道府県 受付ボタン 英 菫

寸



‐

調査票情報の提供等に係るリソニスについて

平成21年度に提供した件数   _
統計情報部内での体制であり、他部局での統計調査は調査所管課室のみで行う。



]「成 21年度

予算額

平成 22年度予算額

各府省合計 37,329,533千円 88,5",163 千 ll]

厚生労働省

(イ11il戒士ヒ)

3,791,773 TI]]

(102(/))

/1,866,385 TP」

(49(る )

(資料 ||1所 )総務省 「各府省統計事業計画二覧J

統計事業予算

厚生労働省統計情報部分の予算 (平成 22年度)の内訳

都道府県等への委託費等 1,830,494-千 111 65.594

民間への委託費 732,127 rF ll 26.2(/)

本省経費 230,882千「[l 83%

計 2,793,503 TIJ] 100(%

(注)上記の予算額には、I戯員 儲『道府県等を含む。)の人件費は含

めていない。
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資料4

―厚生労働省大臣官房統計情報部の統計関係職員数
(平成22年度 )

企 画 課

統 計 企 画 調 整 室

審 査 解 析 室

情 報 企 画 室

人 口動 態 口保健 統 計 課

保 健 統 計 室

社 会 統 計 課

国 民 生 活 基 礎 調 査 室

一屋 用 統 計 課

賃 金 福 祉 統 計 課

′
37人

83人

72人

37A

35人

合計264人

＞

Ｉ

Ｊ

ヽ
Ｆ

Ｉ

Ｊ

“
４



資料 5-1

国民健康口栄養調査について

健康局総務課生活習慣病対策室

○ 本調査は、健康増進法 (平成 14年法律第 103号 )に基づき実
施するものであり、国民の身体の状況、栄養摂取量及び生活習慣の

状況を明らかにし、国民の健康の増進の総合的な推進を図るために

毎年実施している。

○ 無作為抽出した 300単位区 (約 6,000人世帯、約 18,000人 )を調
査客体として、下記の 3種類の調査から成り立っており、被調査者を
保健所職員等が直接訪問並びに会場に集め、身長や体重、血液検査等
の実測を行うものである。

① 身長、体重、血圧、間診、血液検査、歩数等を実測 (身体状況調査)
②調査日の食事内容の全てを計量して把握 (栄養摂取状況調査)
③食生活、運動 睡ヾ眠、喫煙、飲酒等の生活習慣の把握 (生活習慣調査)

○ 調査結果については、厚生労働省が推進する国民健康づくり運動
「健康日本 21」 の目標等の策定に使用され、それ以降、毎年、日標

値のモニタリングとしての評価に利用されている。

また、「食育推進基本計画」の目標値のモニタリングや日本人の摂

取量の基準となる「日本人の食事摂取基準」の策定、不測時の食料の

確保等の根拠として用いられている。さらに、国際的には、世界保健

機構 (WHO)や経済協力開発機構 (OECD)等 における健康や生
活習慣 (肥満率、喫煙率等)の国際比較に用いられている。

(参考 )

健康増進法 (抄 )

第二章 国民健康・栄養調査等

(国民健康・栄養調査の実施 )

第十条 厚生労働大臣は、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基礎資料として、国民
の身体の状況、栄養摂取量及び生活習慣の状況を明らかにするため、国民健康・栄養調査を行う
ものとする。                                ′

(調査世帯)

第十一条 国民健康・栄養調査の対象の選定は、厚生労働省令で定めるところにより、毎年、厚生
労働大臣が調査地区を定め、その地区内において都道府県知事が調査世帯を指定することによっ
てイテう。

月
“



資料 5-2

全国在宅障害児 i者等実態調査 (仮称)について

○ これまで、障害児・者の実態を把握することを目的として、身体障害
児・者等実態調査及び知的障害児 (者 )基礎調査を5年ごとに実施して
きたところ。

○ 平成 23年度においては、制度の谷間のない「障がい者総合福祉法 (仮
称)」 の制定や施行準備に向けた基礎資料を得るため、障害児・者 (こ

れまでの法制度では支援の対象とならない者を含む。)の生活実態や二
―ズについて把握することを目的として、身体障害児・者等実態調査と

知的障害児 (者 )基礎調査を統合し、全国在宅障害児・者等実態調査 (仮

称)を実施することを予定している。

○ 現在、来年度の実施に向けてその調査内容、調査方法等の調査の在り
方について、障害者に係る総合的な福祉法制に向けた検討を行う障害者

制度改革推進会議総合福祉部会に、随時その検討状況を報告しつつ「全

国障害児・者実態調査 (仮称)に関するワーキンググループ」において
検討を進めているところ。

【調査の対象者 (案 )】

“身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方
・上記の手帳は持つていないが、病気やけが等により日常生活に継続

して支障が生じている方

(第 8回障がい者制度改革推進会議総合福祉部会資料より抜粋)

(参考)平成 ¬8年身体障害児・者等実態調査の回収率

身体障害者実態調査票 。身体障害児実態調査票 :67 8%

障害者就業実態調査票 :51 0%

※ 平成 18年身体障害児・者等実態調査は、調査票の配布については調査
員が行うが、調査票の回収については、記入者のプライバシーを保護し、
調査票の提出の自由意思を尊重する観点から、記入者が各自ポストに入れ
る郵送方式としていた。
このため、調査員が調査票の配布から回収までを行う方式の調査と比べ、
回収率が低くなつていると考えられる。
また、障害者就業実態調査票については、平成 18年度調査の回収率は
51%と 、過去 3回の調査結果において初めて回収率60%を割つており、
その一因としては平成 18年度調査については調査項目が増えたことが考
えられる。
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資料 6-1

回収率が低い統計調査について     、

厚生労働統計調査の中には、回収率が 50%に 達しないが、行政施策上、調
査を実施すべき必要性が依然として存在し、他の代替データも存在 しないこと

から、実施されている統計調査も見受けられる。

回収率が低いと非標本誤差が大きくなり、政策判断あるいは企業の経営判断

や国民の経済情勢の把握を妨げ、適切な政策運営等の障害のみならず、厚生労

働統計への信頼性を低下させることも考えられるため、統計調査の正確性と有

用性の観点からできる限り回収率の向上に努める必要がある。

0 回収率の維持・向上のために現在行っている取組等
① 調査票の改善による記入者負担の軽減の検討
/記入しやすい調査票のレイアウトや調査項目
/プレプリントの導入
② オンライン調査導入による記入ミス防止と記入者の利便性の推進
③ 統計調査の理解と協力を得るための説明
/調査票に記入された事項を統計以外の目的で使用しないことや、記入者
の特定ができないこと等を記した協力依頼状の添付
/前回調査時の調査結果 (抜粋)を同封することによる統計調査の有用性
の啓発

④ はがきや電話などによる督促
⑥ 広報の充実 (厚生労働省のホームページや広報誌「厚生労働」による広
報など)。

⑦ 政府統一ロゴタイプの策定
政府の実施する統計調査であること、政府が統計調査により作成した統

計であることを容易に判別できる政府統計統一ロゴタイプを策定し、調査

票や統計調査結果の公表資料等に表示すること等を政府全体で検討中。

など
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政府統計統一 ロゴタイプの策定について

被調査者の協力を得るための方策として、「統計調査に対する国民理解増進のため

の行動指針」 (平成 22年 3月 30日 各府省統計主管部局長等会議申合せ)に貝1り 、現

在、政府全体として公的統計の整備に関する基本的な計画 (平成 21年 3月 13日 閣議

決定)を推進するための統計基盤の整備に関する榛討会議「統計に対する国民の理解

増進に関するワーキンググループ」において、検討事項の 1つとして、調査対象者の

統計調査に対する安心確保方策を検討中である。

具体的には、政府の統計調査であることの明確化、確認の容易化のため、政府統計

統一ロゴタイプの策定、及びその使用基準等について検討 しているところである。

統一ロゴタイプ策定の背景としては、内閣府の世論調査結果 (平成 21年 11月 )よ

り、国の統計調査へ回答する際に「個人情報漏洩の不安がある」や「国の統計だと確

認できないJと いった不安の声が多数あることが顕著となっているためである。一方、

従来型の一般大衆向け広告の延長線上では多大なコス トがかかるため、コス トをあま

りかけることなく不安を取り除くイメージ戦略が効果的ではないかと考えられる。

この統一 ロゴタイプを、調査票や封筒などの従来の印字物に追加することによって

直接被調査者に届け、それを被調査者が確認することで回答時の不安を取り除き、コ

ス トも抑えられると考えられる。

統計調査に対する国民の理解増進のための行動指針 (抜 17L)

lI 調査対象者の統計調査に対する安心確保方策
1 政府の統計調査であることの明確化、確認の容易化のための方策

(4)政 府統計の統一ブランドの策定等
ア 統一ロゴタイプの策定
総「ち省は、|‖上tや J「 性所・企Iが安′とヽして統 :i「 lJ‖ メドホ|ヽ Чtを利りlし 、また、

′
ケッ亡ヽして l LI'「 IJtt r下 に

111 ll,4F「 えるにうに、(い咸府のりご施 りろit i「りll Jド 〔ル,る こし、(2)政
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資料 6-2

公表時期が遅い統計調査について

厚生労働統計調査については、公表時期 (基準日から公表までの期間 )」 が 1

年を超える統計調査や「報告書の公表までの期間」が 2年を超える統計調査も
見受けられる。 .
公表の遅延は、政策判断あるいは企業の経営判断や国民の経済情勢の把握を

遅らせ、適時・適切な政策運営等の障害のみならず、厚生労働統計への信頼性

を低下させるので、統計調査の有用性の向上の観点から、できる限り公表の早

期化に努める必要がある。

公表時期が遅延した理由については、概ね下記 1の とおりであり、下記 2の

現在行つている取組を強化して公表の早期化を図る。

1 公表が遅延した理由
① 調査系統の関係機関等からの調査票提出の遅れ
(関係機関等の人員削減による作業の遅れ)

② 調査内容の変更に伴う記入ミスとその確認作業の増加による遅れ
③ データをリンクさせる相手先の統計調査のデータ確定時期等の遅れ
(当該調査のデータ確定後に集計・分析を行うため)

④ データ集計・分析作業の遅れ
(調査実施機関等の人員削減による作業の遅れ )

⑤ 調査結果をさらに分析するために当初集計計画に無い新たな集計表を
追加したことによる公表の遅れ

など

2 公表早期化のための現在行つている主な取組
① 関係機関等に調査票の送付を早めるなど、準備段階より作業の効率化を
図り、公表までの時間を短縮

② 記入者負担軽減を図る調査票の設計を行い、調査票提出の遅延を防止
③ 調査票提出期限の周知徹底
④ オンライン調査の導入による記入ミスの防止と郵送時間の短縮
⑤ 内検・集計作業の工夫 (目検強化・無駄のない集計設計等)によるデー
タ集計・分析作業の短縮

⑥ 報告書の公表に先立ち、統計表を政府統計の総合窓口 (e―stat)に掲載
することによる公表までの期間の短縮

(報告書は印刷等に期間を要するため)



3 参考 (統計法 )
(基幹統計の公表等 )

第 8条 行政機関の長は、基幹統計を作成したときは、速やかに、当該基幹
統

計及び基幹統計に関 し政令で定める事項を、インターネットの利用その他

の適切な方法により公表しなければならない。

(一般統計調査の公表等 )

第 23条 行政機関の長は、一般統計調査の結果を作成したときは、速やか
に、当該一般統計調査の結果及び一般統計調査に関し政令で定める事項を、

インターネットの利用その他の適切な方法により公表しなければならない。

(略 )

※「速やかに」の具体的な目安としては、第 1報の公表は、月次調査は 6

0日 以内、年次・周期調査は ¬年以内と解されている。



資料 6‐ 3

統計調査の実施に係る費用対効果について

統計調査の調査客体数の見直し、調査方法の見直し (悉皆・抽出、調査員調査・郵
送調査・オンライン調査)、 調査周期の見直し等については、以下の費用及び効果の観
点を考慮してはどうかという考えがある。

1 統計調査の実施に必要な経費について

統計調査の実施にあたっては、調査目的に応じて調査客体数、調査方法等を設定し、
その調査全般にわたり必要な経費について要求している。必要な経費について:具体
的に例を挙げると、以下のとおりである。

旅費や通信運搬費、調査員手当等は全府省共通単価を用いて積算し、印席1製本費や
データ入力費等は過去の実績 (一般競争入札の結果)をベースに積算していることか
ら、調査の規模 (客体数)や手法 (調査員、郵送)等によって概ね自動的に決まって
くるものである。

C旅費
調査実施機関や調査員への説明会などへの出席に係る交通費など
②印刷製本費

調査関係書類 (調査票、記入要領など)、 返信用封筒のあて名印昴J、 調査員証、調
査広報のためのポスター、調査報告書などの作成に係る経費など
③データ入力費

集計にかかる経費

④通信運搬費

調査関係書類 (調査票、記入要領など)や調査報告書を関係機関等に配布する経
費など

⑤人件費

調査員手当、指導員手当、調査協力謝金など

⑥その他必要な経費
上記以外の諸経費 (消耗品費、説明会場の賃借料など)など

2 統計調査の効果について

(1)PDCAサイクルでの活用度合い
施策のPDCAサイクルにおける具体的な活用は幅広く多様である。各々の
利用の度合いをどのように数量的に評価するのかが課題となる。
【例】

― ① 施策の実施に直接用いられるもの
イ労災年金の年金スライドにおける毎月勤労統計調査の和l用 (法令上利用が
定められている)

② 施策の具体的な内容の決定に用いられているもの
/診療報酬改定時の社会医療診療行為別調査等の利用



③ 施策の企画立案に基礎資料として用いられているもの
④ 政策評価の指標として用いられているもの
/少子化対策における人口動態調査 (出生率)の利用
⑤ 都道府県等の行政の指針として用いられているもの
/医療計画の作成指針における患者調査等の利用

(2)国民の利用度合い
国民の統計調査の利用は、多種多様で幅広く、その全てを行政機関が把握
することはできない。各々の利用の度合いをどのように数量的に評価するの

かが課題となる。

【例】

① 新聞や著作物等への引用件数
② 調査ごとのホームページアクセス状況
③ 各種資料における引用 (例えば母子健康手帳の乳幼児身体発育曲線など)



厚生労働省統計調査の省内事業仕分け 報告 (たたき台)案

I 基本的な考え方
1 統計調査における現状・背景
統計仕分けを行うに至る経緯、統計調査環境の悪化 (予算額の縮小、被

'調
査対象者の意識の変イヒ等 )、 組織体制 (予算・人員)の変遷等を記載。

2 基本的な視点
統計の質を悪化させることなく調査の効率化を進める方策を考えるとと

もに、統計法を踏まえ、行政ニーズのほかに民間ユーザの視点に立った議論

も重要な旨を記載。

※ 3と して、報告書のポイントも必要か。

Ⅱ 厚生労働省統計調査の論点等
1 統計調査の結果作成について (費用対効果面から)
(1)重複排除について
重複排除といった消極的視点からだけではなく、他調査との関連性を高

めより細かな分析を可能とするような積極的視点から見ることも必要。

(2)効率的な作成について
①行政記録情報の活用について

②オンライン調査の推進について

(3)調査精度の向上について

①回収率の向上について

②被調査者の協力を得るための方策について

③統計調査のPRについて

2 統計調査の結果提供について
(1)適時・的確な結果の提供について
国民の二一ズに適応した統計を時宜に応 じて的確に整備し、国民の利用

に供することが必要である。

①公表 (報告書)の提供の早期化について



報告書の公表が遅い場合には、製本せずにHP公表のみとするなどして
早期の公表を図るべき。

(2)厚生労働統計の活用について
①統計への容易なアクセスについて (一括でのインデックスなど)

c―Statへ原則搭載することの推進 (最適化)

※その他論点ではないが、地域データの整備なども考えられる。

②二次利用の推進について

統計が国民の財産であるという新統計法の考え方に立ち、一層の推進、

活用計画について記載。

③統計調査結果のPRについて

Ⅲ 厚生労働省統計調査への提言
1 厚生労働省統計調査の見直しの在 り方
見直 しや評価の仕組み (PDCA、 外部の評価)の在 り方について
(1)別会議での検討について
個々の統計調査に関する技術的検討 (調査方法・調査精度等)について

は、別会議で検討すべき

(2)周期的な見直 しについて
周期的 (3～ 5年 )に厚生労働省統計調査について見直しを行う。

2 統計調査の具体的課題について (P)
現時点までに、議論にあがつた個々の統計調査の課題について例示する。

０
０



厚生労働統計調査一覧
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注意事項

○ 二υ)厚′li労働統 !i卜調査一覧は、`14成 22イ 1111'l現 白:υ ,サ '「′11労働統 |;卜調イドについてまとめた 1,のである。

○  予算額は 1ヽ4ルt22イ 1毛度 ル算容1を九:本 としているが、周期1洲 riで 1ヽ4成 22イ littυ )予算1卜 11がない 1)のは1五

近の実施時の ル算額である。

○ アクセス数は、政府統計共同利用システムヘの 1`4成 21年 1年‖lのアクセス数である。

○ 二次利用件教は、`14成 21イ li度 1イ lil川の統 :|卜法第 32条にり::づ く行政内における目的外集計等の訓イi票

情幸性の利川、第 33条にり::づ くl也方公共L川体等への調査票情報の提供実紺iでル)る。

○ 公表時り切は、り'「′li労働省ホームページ等に概況等が公表されるまでの期1用である。その後、1羊細な報

告 i「卜が Fl行さオしるのが ・般的な流れであるt,

○ 外出
`委

ltの 1りぐ況はitl‖ l'トヘυり委託1′ぐ秒1である(,



統
一三
日

平成22年 11月 現在

厚生労働統計調査一覧 (基幹統計)

平成22年
度
予算額

(千円)

統計調査名

【大臣官房統計ll報部】

医療施設an査
【大臣官房統計情報部

(1)動態調査

(2)静lBAn査

び厚生労働行政施策の基礎
資料を得る。

・ 諄 十 採 llE河 栞

・老人保健対策
・精神保健対策(自殺対策)
。疾病予防対策(がん対策)
。少子化対策
・高齢化対策

・「子ども,子宙てビジョン」数値目ll
・がん対策推進基本計画中間報告書
。最近の医療費の動向(MED:AS)の作成

・「看眠教育の内容と方法に関する検討会Jの基
礎資料
新人看肛職員研修に関する検8寸会」の基礎資

。「第七次看al職員需給見通しに関する検討会J

全国の医療施設(医療法(昭
和23年法律第205号 )に定める
病院・診療所)の分布及び整
備の実lBを明ら力1こするととも
に、医療施atの診療機能を把
握し、医療行政の基礎資料を
得る。

。社会保障害議会医療部会資オ4
。医政局関係制度改正の検討



【大臣官

医療施設調査
【大臣官房統計情報部

(:)動 lLR調査

(2)静 態調査

ンライン 道府県・保健所設
市・1寺別区を対象

悉皆

療施設基本ファイ 悉皆

【大臣官房統計情報部】

医療施設ED査
【大臣官房統計情報部】

(l)勁態調査

(2)静態調査

(平成22年 4月現在 ) ^衝
~■p週‖T暴 ~

(保健所設置市。1寺別
)一保健所―市区
村

・廃止等のあつ
療施設

―都道府県―保
設置市・11別 区

毎月

3年

'月あたり平均
!13施設

約17万 6 本省―都道府県―
〈保健所設置市。1寺別
区)一保健所一医療

後
月報 :調査月の約5ヶ月
後
推計 :調査年の翌年:月
概数 :調査年の翌年6月
確定数 :調査年の翌年9
月

確定数公表と同時
(調査年の翌年9月 )

年の

l年 2ヶ月後

約1年 2ケ月

報告書は各月の勁lLI
査を集計したもので
り、最後の調査月か
ら約i年 6ヶ月

約l年 6ケ月

(調査票の
発送のみ)

(個票審査
のみ )

に関する規程Jにより
け出られた出生、死
亡、婚姻、離婚及び死産
全数

約3.260,000件 /年間

０̈
デ・夕̈̈
０̈̈
い

0

O

0
(都道府県
等への発
送)

0
(都道府県
等への発
送 )

外部委at業務の内容 (委 3t業務にO)



統計調査名 酔度動ｍ

調査開始年
(西層)

調査の目的 PDCAサイクルの活用

アクセス数
H21年 e―
Stat分 )

アクセス数
H21年 厚労
省等HP分 )

入 利 用

件数 32条 33条

(1)患 者調査
【大臣官房統計情報部】

国民生活基礎調査
【大臣官房統計i青報部】

1

(H20)

575,706

1948年
「施設面からみ
た医療調査」

1986年

完及び診療所を利用する患
こついて、その傷病状況等
ミ態を明らかにし、医療行
D基礎資料を得る。

保健、医療、福祉、年金、所得
等国民生活の基礎的事項を調
査し、厚生労働省の所掌事務
に関する政策の企画及び立案
に必要な基礎資料を得るとと
もに、各種調査の調査客体を
抽出するための親標本を設定
する。

・都道府県で策定する医療計画 (医療計画作成
指針)
。今後の精神保l12医療福祉のあり方等に関する
検討会資料
。中央社会保険医療協議会において診療報酬の
改定の検討資*1

・社会保障審議会医療部会資料
・医政局関係制度改正の検討

・ナショナルミニマム研究会rt料 (相対的貧困
率.子どもの相対的貧困率等)
・健康日本21及 びがん対策1値進基本計画〈健康
診断・l12康診査の受診率.がん検診の受診事)
。年金財政検証資料(高齢者世帯の所得の状
況.年金だけで生活している高齢者世帯)
。今後の高齢社会対策の在り方等に関する検討
会資オ1(同居している主な介護者と要介11者等
の11成割合等)

67.387

1 2

統計調査名 調査方法 母集口名簿の11類等 抽出方法 調査客体数 調査の流れ
調査の
実施同期

公猥時lu
(■ 41・日から公表までの

:unl)

報告ttの公表までの
期間

回収率

(1)患者調査
【大臣官房統計1書報部

国民生活基礎調査
【大臣官房統計1青報

郵送

En査員

医療施設基本ファイ
ル

国勢調査区

作

為1山出

化無作

332万人

7万 6千世帯

本省―都道府県―

(保 llt所設置市・特別
区)―保l12所二医療
施設

省―都道府県・指
都市・中核市―保
所。福祉事務所―

査員一対象

3年

毎年6.7月

約 1年 2ヶ 月

約,Oヶ月

約 1年 6ヶ月

o― stat掲載】
り1年 lヶ月
報告書発行】
11年 7ヶ月

98%

(調査対象
施設のう
ち回答の
あつた施
設数の割
合)  .



統計調査名

外部委託業務の内容(委託業務に0)

備 考

脚鋼
躙壺用品の

印刷

田査用品の

配布・回収

田票審査・疑
薇H会 デ一夕効

集II
その他

(分類不能、留意事項など

(1)感者回査
【大臣官房統計情報部】

国民生活墓確調査
【大臣官房統計情報部】

0

O

。ｍ等への発勘　　　　　　　　　　Ｏｍ寄への発勘

0
(個票審査
のみ)

査０噺［

０

　

　

　ヽ

　

　

　

　

　

　

　

Ｏ 大規模年

PDCAサ イクリレの
'舌

用〕度翻ｍ
統計Eq査名

【大臣官房統計情報部】

(1)全国調査

(2)地方調査

953.838

575.:18

格 与 、

"働
時 間 及 ひ 層 用 につ

いて全国調査にあつてはその
全国的変動を、地方調査に
あつてはその都道府県別の変
動を毎月明らかにすることを目
的としており、また、特別80査
にあつては、これら全国lq査及
び地方調査を補完する。

各llttll会 (中央最低賃金審ll会、労働政策審
la会労働条件分科会、社会保障審議会年全部
会等)資料、層用保険法に基づく基本手当日額、
労働災害1南償保険法に基づく休業給付基礎日額
及び年金給付墓碓日額の改定等



統計調査名 調査方法 母集団名簿のll類等 油出方法 調査客体数 調査の流れ
調査の
実施周lla

公表時lu
(■t準日から公表までの
期rn)

報告書の公表までの
llJ間

回収率

【大臣官房統計情報部

(:)全国調査

(2)地方調査

(3)特別調査

ンライン/
査員/郵
送

調査員

:8年事業所。企
計調査

平成18年事業所・企
業統計調査

平成18年事業所・企
業統計調査区

第!種事
業所:
層化無作
為抽出

第2種事
業所 :

二段抽出
【第一段
目】
調査区を
lFF化無作
為1由出
【第二段
日】
調査区内
から無作
為抽出

珈‐第一段団調査区を層化無作
為抽出
【第二段
目】
調査区内
を悉皆調

1種事業所
2極事業所

第1極事業所
第2種事業所

25.000事 業所

本省―都道府県―対
象
本省―都道府県―調
査員―対象

本省―都道府県一対
象
本省―都道府県―調
査員―対象

省―都道府県―調
員―対象

毎 月

毎月

毎年

約 :ヶ月

約5ヶ月

約3ヶ月

府県により異な

約6ヶ月

865'6

外部委託業務の内容 (委 at業務に0)

(2)地方調査

10



統計調査名

【大臣官房統計情報部】

薬事工業生産動態統計
調査
【医政局】

PDCAサイクリレの活用

平成22年
度
予算額

〈千円)

礎日額の年齢階級別の最低限度額及び最高限

度額の設定のための資料
。最低賃金の決定の資料
。「厚生労働白書J
。「労働経済の分析J

・医薬品の市場規模の推移を把握し、医薬品産
業ビジョンや新医療機器・医療技術産業ビジョン
等の検討資料として活用

E姜産薬に履用さ7め
"働
宅

こついて、その賃金の実態を

、職種、性、年齢、学歴、勤
、経験年数Bll等に明ら
る。

薬品、医薬部外品、衛生材
及び医療機器の生産(輸
)等の実態を明らかにする。

統計調査名 調査方法 母集団名簿の1lrn等 抽出方法 調査客体数 調査の流れ
調査の
実施同期

公表時10
(基準日から公表までの
;um)

報告書の公表までの
期間

回収率

鳳
=1「
垣 蓄

^●
JtlT訓
=

【大臣官房統計情報部】

薬事工業生産動態統計
an査
【医政局】

駆 鳳 ′問 菫

員

オンライン
/郵送

半 栞所・■ 楽肌 B†調

査

事業所。企業統計ER

旧 1じ器1■
為1由出

悉皆

F・J′ U,uuu●夕
「
D7

医薬品、医薬部外品
又は医療機器を製造
販売する事務所
及び医薬品、医薬部
外品又は医療機器を
製造する製造所

^■
~椰退
"'暴
方聞

局―労働基準監督署
―調査員―対象

本省―都道府県―an
査員―対線
本省一対象

母 IF

毎月

約 5～ 8ヶ月

月報は、2ヶ月、年報
は、6ヶ月

1 年

月報は2ケ月、年報は
6ヶ月

F・J′ Uカ

休眠事業
所等生産
や出荷の
実績がな
い場合、
提出義務
が発生し
ないため
不明



統ll詢査名

外部委託業務の内容〈委託業務にO)

備 考8q査の
企画

調査用品の
印31

調査用品の
配布・回収

日服審壼・麟
薇薇会 】勅

集計
その他

(分類不能、鸞意ll項など)

・ 鳳
=13還

彙

^雛
aT訓■

【大臣官房統計情報部】

・薬事工業生産動態統81
ER査
【医政局】

0

O

υ
(本省から
都道府桑
労働局ヘ

の発送の
み)

O

υ
(個翼審壺
のみ)

U

0

υ

0

ヽ

ｌ

ノ

／

１

ヽ
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壺
【大臣官房統l11商 ||
部】

・社会保||・ 人口問II基
本調査
(出生動向基本調査)
【日立社会保障・人口

問題研究所】

・中高年者縦断四査
【大臣官房統計情IR
部】

査
【大臣官房統計1青報
部】

・社会保||・人日問題基
本調査
(出生動向基本調査)
【国立社会保障・人ロ
問題研究所】

・中高年者縦断調査
【大臣官房統ll情la
部】

年変化の状

観察することにより、少

子化対策等厚生労働1テ政施
策の企画立案、実施等のため
の出碇資料をleる。

他の公式崚計では1巴握するこ
とのできないわが回全国の結
婚ならびに夫婦の出生力に関
する案状と背景を定時的に調
査・8十二し、関連3t施漿ならび
来人口推計をはじめとす

る人口動向把握に必要な基破
資料を得る。

21X15年 の世代を含む全国の中
者世代の男女を追跡し
て、その「IE康・就業・社会活
ついて、意臓面・III案面

1ヒの過llを
、行動の変化やar燎間のBn
l性等を把握し、高齢者対策
厚生労働行取施策の企回、

資料をll

10壺員 活塾砒調査 閥化無作

為1由出

2.000世 帯

|1送 平成 16年 国民生活 作為 万 1千 人

礎調査地区名購

:正育児・介11体業法,考責‖集(露 1子出産
後の女性の就葉状況の変化)、 子ども・子育て
システムの基本制度案要綱

囃鱗裏警訴操叫器譲載解議計」詈竪11電将来
推31人 口の入カデータ

15

、就集対策 (仕 IIの ための能力

、就葉意欲を自書へ掲

社会保障。人口 5年
―都道府

・指定都市・中核市
―保lE所 ―調査員―
象

省―対探(世帯)

(夫婦In賓 )
1年

(独身者調査)
1年 3ヶ月

約 !年 lヶ 月

(夫 911n査 )
実施より約 1年

(独身者洲壺 )

案施より約 1年半

約 1年 9ヶ月

PDCAサ イクルの活用

平成22年

度

予算3n

(千円 )

lq査開始年

厚生労働統計調査一覧〈一般統計)

・内In府「子ども。子育て白書」。厚生労働省「厚
生労働白書J等の各11白書類てのデータ利用
・都道府県や市区町村の子裔て支ll漿などに関
するln告書類

公表
'キ

期
(ム
`■

日から公表までの
,明 lnl)

la告書の公表までの

期間母集田名用の10m等



タト部委託業務の内容 (委託業務にO)

壺

【大臣官房統計情IB
部】

社会保鋒。人口問題基
本調査
(出生動向基本調査)
【国立社会保||・ 人口
間u研究所】

中高年者縦断調it
【大臣官房統計11組
部】

○
(個票審査
のみ)

O
(個粟審査
のみ)

集０
赫
詢

0 社会保10。 人口‖1題 基本田
壺は一つの調査名の下で.

複敗の調査漂のいずれか

により何年行う調査として整

ており,基本的には
公表する統Xtt毎年一本ず
ため,アクセス敗もそれ

大きな差が出る。

口 215糀況公表○〇

統計調査名

平成22年

度
予算3n

(千円 )

調査6n始 年
(西暦 )

調査の目的 PDCAサ イクルのj舌用

アクセス数
H2:年 o‐
Stot分 )

アクセス敗
〔H21年厚労
省等HP分 ) 謂 “

1蝶 1叫
fI=蹂 |●・人口 I闘剛 暴
本調査

(人 口移動調査 )

【日立社会保障・人口
間FE研究所】

21世紀成年者縦断硼
査
【大臣官房統計1壽 IB
30】

社会保障・人口問題基
本調査
(全国家庭動向調査)
【日立社会保障・人ロ
問題研究所】

社会保障・人口問題基
本調査
(世帯助饉調査)
【日立社会保障。人口
問題研究所】   .

39964

(H:8:

憫
回

３３．９９Ｍ

2002年

1993年

:985年

他の公式II計では肥 ll■するこ

とのできない個人の移動歴や

移動理由.5年後の居住地と
いつた人口移動に関する現状
と要因を明らかにし、関連BI旋
策ならびに地域別の将来人口
推BIに必要な基礎燎料を得
る。

調査対象となつた男女の結
婚、出産、就業等の実緯及び
意諫の経年変化の状況を34
機的に観察することにより、少
子化対策等厚生労ll行政施
策の企回立案、実施等のため
の基礎資料を得る。

他の公式統針では1巴燿するこ
とのできrJぃゎが国の出産・
子育て、扶養・介餞といつた蒙
庭機能の現状とその史化を1巴
饉し、関連30施策ならびに人
口
`世帯の動向把lEに必要な
基礎資料を得る。

他の公式統BIではlE燿するこ
とのできない世帯の形成、拡
大、縮1■

=関
する動向をlelE

し、世帯数の将来推81をはじ
めとする世帯の動向把IEなら
びに関連諸施策に必要な基理
資料を得る。

畦資料として必要となる地域別の将来人口推計
の基礎資料
・本調査をもとに1,われた地域別の11来人口推
llは各種自書類や審31会資料.地方自治体の
じ合計画の資料として数多く利用されている。

・改正育児・介II休業法参考貴料集(子どもがい
る夫婦の夫の体日の家事・育児時間別にみたこ
の5年間の第2子以降の出生の状況)

・少子化対策、次世代書成支lll腿‖施策等立
案の基畿資料として用いられる
。厚生労働省「厚生労働白書J等の各種白書類で
のデータ利用
・各種審議会や都道府県、市区町村の子育て支
晨策などに関するIE告書輌

・介11亭業3+回等の社会・福祉サービス施策の
基礎資料
・本調査のデータを利用した世帯数の将来推計
によって、高齢者世帯やひとり親世帯の将来見
通し等の1100を提供
・本調査をもとに行われた世帯■lの将来推計は
各種白書類や審31会資料として数多く利用

:251フ

※社人研
HPへのア
クセス敷

15,022

※社人団
HPへのフ
クセス麟

20,419

※社人研
HPへのフ
クセス敷〕

1

0

0

0

0
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統計調査名 調査方法 母集団名簿の種rll等 11出 方法 調査客体敗 調査の流れ
鵬査の
実施同期

公表1キ期
(基準日から公表までの

lul11)

幸a告書の公表までの
期間

回収率

ll会保障・人口問題番
本3m査
(人口移動綱壺)
【日立社会保障・人口
問題研究所】

21世紀成年者繊断調
査
【大臣官房統計111n
部】

社会保ll・人口問題基
本側rt
(全国家庭動向In査 )
【国立社会保ll・人口
rpl題研究所】

社会保LI・人口問題基
本調査
(世帯勁態調査)
【国立社会保障・人口
問題研究所】

郵送

調査員

調査員

平成i3年国民生活
底礎調査地区名購

国民生活基礎調査

]民生活基礎調査

口 16薫 絆
為1由出

燎作為1由
出

畷化無作
為1山出

嘔化無作

為1由出

約2万人

15.000世 lll

:5000世帯

ロュrI雷棒陣・
^ロ問題研究所―都道府

県・指定都市・中核市
―保12所 ―謗査員―

対像

本省―対象 (世帯 )

El立社会保||・ 人口
問ll研究所―都道府
県・1旨定都市・中核市
―保健所―田査員―
対象

国立社会保障。人ロ
間Ш研究所―都道府
県・1旨定都市・中核市
―保02所 ―Iq査員―

対像

毎年

5年

5年

(実施より約2年 3ケ月 )

約1年 4ヶ月

平成22年 5月
(実施より約1年 :Oヶ 月)

平成22年‖月予定
(実施より約1年 4ヶ月)

半圧21牢J月

(実 施より約 2年 8ヶ 月 )

約 1年 9ヶ 月

平成22年 ‖月予定
(実施より約2年 4ヶ月)

平成23年 3月 予定
(実施より約:年 8ヶ月)

9131`

847・ .

7680.

統計調査名

外部委託業務の内容 (委 8モ業務にO)

備 考

］錮
口XIn品の 鵬薔用品の

配布・回11
0躙 常壼 贅
F● lq会

データ
入力

集3t その他
(分瓢不健.M● 111nな ど)

社織 lX暉・人 日間田お
本調査

(人口移動調査)
【囲立社会保障・人口
間l16Jl究所】

21世紀成年者縦断調
査
【大臣官房統81111B
部】

社会保障・人日問題基

本田壺

(全 El家庭Wl向調査)
【国立社会保||・人口
間FI研究所】

社会保||・ 人口問題基
本8n査
(世帯勁態調査)
【日立社会保障・人口

問題研究所】

υ

O

0

O

○

O

O

個服審査
のみ )

0
個興審壼
のみ)

0
]票審壺
のみ)

0
(個票審コ
のみ)

0

O

O

集
）
鉢

詢

O
(基本集
8+)

集Ｏ
鉢
詢

蔵は一つの調 ||1名の下で.

11敗 の調査繋のいずれか

こより毎年行う調壺として掟
11されており.■t本的には

公表するll計も毎年一本ず
つのため、アクセス敗もそれ
により大きな■が出る。

H2i31,ほ 況公裂

社会保障。人口‖!In出本調
■は一つの3H贅名の下で、

,1数のIn査 凧のいずれか
により毎年1〒う調査として整
l■されており、基本的には
公表する織計も毎年一本ず
つのため、アクセス敗もそれ
により大きな差が出る。

社会保「0・人口‖!rl基本調
査は一つの調査名の下で、
枚数の胴壺繋のいずれか

により毎年liう調査として整
理されており、基本的には
公表する統計も毎年一本ず
つのため.アクセス数もそれ
により大きな差が出る。
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般統計調査

衛生関係 )(保健

て、El民の身体状況、栄養
取量及び生活習慣等の状

1995年 料価格基準改定(健康保険 ・材料価格基準改正の基確資14

・医薬品価格四壺
【瞑欧局】

77条 )

施設を利用する愚

=つ
いて、受療の状況や受
:E癬に対する潤足産等を
鯛査することにより、患者のE
療に対する認繊や行動を明ら
力ヽこし、今後の医療行政の甚
腱資14を得る。

がん対策推進出ホ計園 中間報告書
へき地保健E療対策検討会報告書
中央社会保険医療協31会において診療報酬の

社会保障害ll会医療郎会資料
医政局関係国会答弁●考資料
E政局関係各IE81員レク
医改局関係劇度改正の検81

薬価基準改正の基畿資料

PDCAサ イクルの活用〕度枷ｍ

藁籠基準改正
〈健康保険法第77条 )

22



(

養調査)
【llt康局】

・ 1キ定保険医療材オ1価
格調査
【医政局】

・受療行動調査
【大臣官房統81情 |ロ
部】

・医薬品価格調査
【医政局】

:.300、

局:,6∞、山科診療所
1.!∞、山14技工所
100

外来 :約 10万人

:約7万 人

業所

.0001:業所

保険薬局1.6001:集
所

県

0
(個票書
のみ)等への発

送 )

省―都道府県―対

本省―都道府県―
(保健所設置市・1寺別
区)― 保健所硼 査員
―應者

業者 省―tB道府県―対

2年 中医協資料として調査
果概要を提出)
lヶ月(前回実績)

予

非公表

約 11ケ 月

毎年 (中医協資料として調査

果概要を提出 )

月

予

部資料として使用し、
表しない

業所

3年 約 1年 6ヶ 月 1701“

:0001・

鯛壺対象

(2002年 までは国民栄

養調査 )

〔lL庫局】

・特定保険医療材P4価
格調査
【医政局】

・受療行動調査
〔大臣官房続8+情報
31】

0

化無作

為1由出

外部螢託業務の内容(姜託業務に0)

24



平成22年

度
予算3n

(千円

POCAサイクルの活用

1957年

、被llttl12康 手帳の交付を
ている者をいう。以下同

。)の生活.健康等の現状な
る。

わが国の歯科保健状況をle
lEし、今後の歯科保健医療対
策の推進に必要なat礎資料を
10る。

・フッ化物応用のit進によるむし山予防に対する
取り組み、山周病の節目検診等の実施、8020

別事業の

“

案内容の見直し等

・歯科疾患突lLI調 ltt
【医政局】

歯科疾患実態調査
【医政局】

臥
鰤
人

』

脚

畑

脚

に
す

基

手

者

凹

に
康

燿

に
令

健

被

謳

行
者

弾

燿

施

畑

叩独闘Ш

、長崎市―対象

―都道府県。政
―保12
―対線

(基準日 :H171!:)

6年 約半年程度 概要発表後、半年

台帳 J

国外調査】
交付台帳及び手帳

付者に係る書類

ら,抽出準
1/4で鱚
作ムに 1由‖

及び在

1騒告書の公表までの
期間



夕1部委託業務の内容(委おモ業務にO)

【大臣官房統計lllB
30】

・藁剤耐性画感染症発
生動向an査(院内感染
対策サーベイランス)
【医政局】

・地域保tt・健康1曽進事
業報告
【大臣官房統計11組
部】

「病院週01J 折における應者の利用
び4t事者の状況を1巴樋・第六次雹 通し資才1

、医療行政の基礎資才1を得
。「看:【教育の内容と方法に関する検討会,資料
・r新人看11職員研修に関する検31会 J資料
・r第七次看順職員需給見通しに関する検8寸会」

社会保障審ll会 E薇 |1会 it料
・医政局関係国会答弁参考И‖
・医改局関係各1131員 レク
・E政局関係制度改正の検81

2000年 全国の菓11耐性国の発生勁
向について把lEする。

・院内感染対策31習会にそのデータを利用して

41者への同知

1948年 地域住民のIt庫の保持及び
増進を目的とした地域の特性
に応じた保健施策の展開等を
実施主体である保位所及び市

・がん検診にBnする検討会資料
・地域保l皿康増進栄養部会資料保健所耶集

月中風J

区町村ごとに把lrし、国及び
地方公共団体の地域保健施
策の効率的・効果的な推進の
ための基礎資料を10る。

1969年

(卒業見込者
数等調べ(前
身の田壺))

、助産師、■饉師及び

況及び卒業生の就葉状況
看饉1,政上の基

・「看1lfJl南の内容と方法に関する検討釦 資料
・「新人看饉職員研修に関する検討会J資料
・r今後の看II教員のあり方に関する検討会J責
オ1
・「第七次看11職員需給見通しに関する検討会J
資料
・保lt師助産師番11師法施1,令 (昭和28年政令
第386号 )に基づく看饉師等学校養威所の指定・

入学定員等の承認変更の際の基礎資料

資料として活用する。
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・ 薬 1111性菌感染症発
生動向調査(院内感染

対策サ ーベイランス)

【医政局】

・地域保健・健康i曽進

“
業報告
【大臣官房統計111B
部】

・雹:I師寄学校養成所
入学状況及び卒業生
業状況調査
【医政局】

を有する診
約2.000

オンライン 全国200床以上の医 有意 約850病院
ll■関

オンライン 全国の保12所及び 悉皆 .162政令市 .保健
町11を対象 所、市町村 (平成22

年3月 31日現在 )

オンライン・事業所・母集団DB 悉皆 全国び■11師等学校
養成所約1.6'7用

・学校等養成所の IFr
.廃上の1南幸目を毎
更新

,懸 ~
市・1寺別

)一 保健所―病院・

療養病床を有する診

本省―対象

省―都道府県・,日
tr市・中核市―保

毎年度

所・保健所を8t世

る市・1寺別区―市

村

ホ省―都道府県―地
方厚生局―看:1師学

毎年

養成所

年ll:約 1年

毎月 四半期報は約Gヶ月
年十口は約1年

約 7ヶ月

は各月の月報
たものであり、

後の調査月から約 1

月

従11者票
年6ヶ月

約 :年

約 1年 4ヶ 月

約7ヶ月
HP上で公表

:大臣官房統BI情 1晨
部】

・藁剤耐性菌感染症発
生動向諷壺(院内感染
対策サーベイランス)
【医政局】

・地域保撻・健康10進事
彙ln告
【大臣官房織計11報
部】

都道府県
等への発

送 )

(月 1日の
データ
チェックの

7～ 0観 ))

タト部晏託業務の内容(委託業務にO)
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平成22年

度

予算額

(千円 )

師胴査
【大臣官房統8+1口報
部】

・■,生行政報告Inl
【大臣官房統計1冑報
部】

・食肉検査寄11組週元
鯛奎
【食品安全部】

・医薬品・医療ll■器産業
案態田査
【医政局】

師酬査
【大臣官房統alil組
部】

・10i生行政0日告例
【大臣官房統ali“ IB
部】

・食肉検査等111lil元
8q査

【食品安全部】

・医票品・医療機器産業
奥鱚8n査
【医政局】

蜘科医師の資質向上等
書

第3回薬ll師需給の11来動向に田する検討会

1886年

「内務報告例J
生関係睛法規の施行に伴う・厚生科学審饉会生活韓,生適正化分科会資料

指定都市及び中
市における●i生行政の実 lll

、構i生行政運営の基
1得る。

。「新人看11職員研修に関する検8オ会J資料
。「第七次看:1職員需給見通しに関する検81会 J
資料
・社会保障審議会医療部会資料
・国会答弁参考資料
。各II議員レク
・制度改工の検‖

:997年 都道府県等が実施している。
と薔場における食肉検査及び
食鳥処理場における食鳥検査

・と畜場法の一部改正に関わる,考資料
・各都道府県等における、食肉検査・食1
の食肉構i生や食品榊,生にBnする研究等

こついて、ときつ解体禁止、廃
棄等のlL世 内容1こついての
データを集計することにより、
全国の状況をle燿する。

197:年 (医薬 医薬品製造販売集及び医療
業の経営案 lLR

嘔品の市場規模の推移をlelEし、医薬品産
ジョンや新医療lll器・医療技術産業ビジョン産業実態鯛

) 医薬品産業及び医 資料として活用

:985年 (医療 産業のl12全な発展に

業実態 策を麟するための基
rt料を得ることを目的とす

31

オンライン ・,じ定都
。中核市を対彙

オンライン 全部道府県.保健

山科医師 約 ,0万 人

藁11師 約27万 人

lllepF111置 市・1寺別
)―保位所…医師・

科医師・東11師

悉皆 106都 il府県市 本省―都道府県・1旨

定都市・中1玄市

ホ省一自治体

ヽ
月

度

１２

年

年
年度IR.陽 年IEともに
約 7ヶ月

隔年細
1年 2ケ月
,年度 |ロ
‖ヶ月

とりまとめ
たもので
ある。

10彿

器

711
平成19年

,36自 治体

市、11別区

ホ製薬団 医薬品、医療機器の 本省―対31
会寄)から提 製造販売する

悉皆

1晨告書の公表までの
iu間

|1送

員名簿

悉皆

棠 約:600

約 :年

度公表



師調査
【大臣官房統計1書 la
部】

・僣i生行政la告例
【大臣官房統計11報
部】

・食肉検壼等1,In遺元
調査
【食品安全部】

・ 医薬品・医療機器産業

実lLI調査

【医政局】

(都道府県

等への発
送 )

〈個票審
のみ)
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ll計 調査名

平成22年

度

予算3n

(千円 |

調査開始年
(西階)

調査の 日的 PDCAサ イクルの活用

″クセス致
H2!年 o―
,1●t分 )

アクセス敵
H2:年厚甥
κttHP分 ) 再金

利用

1 32条  1 33条

(領崚調査)
【健康局】

保健8市活動領域諷査
(活動調査)
【02康局】

無医地区等酬査 (無歯
科医地区寄調査)
:医政局】

輛歯科医地区等調査
(無 E地区等調査)
【E政局】

内数

3.315の

内敷
(H21)

2009 年

2009年

,966年

1971年

lE燿し、保健師の確保、保健
師活動に関する案態の把lE並
びに企画調整の参考資14とす
る。

地域保l12'E祉活動に従35する
全ての保健師の業務内容.業
務量の現状を1巴颯し.保12師
の確保、保健師活動に関する
実態の1巴 IE並びに企画調整
の0考資14とする。

全国の無医地区等の実態及
び医療確保の実態を調査し、
へき地保|1目薇体制の確立を
図るための出畿資料を得るこ
とを目的とする。

全国の無歯科医地区等の実
態及び医療確保の案饉を調壺
し、へきlt保健医療体制の確
立を図るための出礎資料を得
ることを目的とする.

・地方交付税の要求及び.保促師鵬l理の会lFtや
検11会の資料に使用

・地方交付税の要求及び、保健0雨凹連の会服や
検81会の責才4に使用

各都it府県におけるへき地保12医療8+固

各都道府県におけるへき地保健医ln針回

3.001 0

0

0

0

0

0

0

0
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l181Bn査名 田壺方法 母集口名購の種械等 調査客体数 調査の流れ
調査の

公表時期
(基準日から公表までの

1明 Fll)

報告書の公表までの
期間

回収率
冥施 181;lll

味 llEWp層 期 翻 撃 鴎 食

(領域調査)
【llE庫局】

保健師活動領崚調査
(活動le査 )
【健康局】

無医地区等四壺 (籠山
科医地区等副■)
【医政局】

無働科医地区等an壺
(無 E地区等調査)
【医政局】

郵 簿

郵送

ヤンライン/
諄送/調査
員〈市町村
は員)

ケンライン/
諄送/調査
員(市町村
摯員)

饉nttlll暴、添延PI

投世市、1寺別区、市

町村

椰道府県、保健所
設置市、特別区、市
町村

全市町村

全市町キ1

g化無作
島1由出

悉皆

悉皆

:7郡返府県、1777市

区町村

‖都道府県、434市
区町村

無医地区・輛歯利医
lL区  各600市町
村・都道府県

無医地区・無歯‖医
地区 各600市町
村・都道府県

nt所設置市・1寺別区

本省―都道府県―市
町村

ホ省―都道府県・保
nt所設置市・1キ別区

本省―県―市町村

本省―都II府県一市
町11

本省―都il府県―市
町村

苺 年

3年価

5年

5年

調憂冥施後、 4ヶ 月

8q壺実施後、 10ヶ 月

約 1年程度

約 1年程度

約5ヶ月程度

約5ヶ月程度

100%

:0030

!Oll・・

|
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l18+In査名

タト部委託業務の内容 (晏託業務にO)

備 考
四査の

企回

LI薇 用品の Inttm品 の
記市・口11

口躙富■・翻

am金
データ
入力

集81 その他
〈分m不籠 lV2■ :1など)

保 llE帥右
"■
ll撃醐■

(領域調査 )

【健康局】

保l12師活動領域調査

(活動酬査 )

【健康局】

無医地区等an査 (無山
科医jO区寄an査 )
【医政局】

無歯科E地区等四壺
(無医地区等調査)
:医政局】

0

O

υ

O

l階晋ではなく。~Stat凛
び厚労省ホームページに
て公表することで対応“

「報告書ではなくo―stBt及
び厚労省ホームベージに
て公表することで対応。

36



統計

査票、身体 障害児案麟

調査票 )

【社会・l13■局|1害保
l121E祉 部】

・身体障害児・者等案態
8q査 (障害者就水案懃
8n査票)
〔職業安定局高齢・陣
害者対策部】

・社会保障生計調査(被
保饉者生活奥鮨調査)
【社会・ll11局 】

:年 身体、知的、精神障害者の「4
程度及び就業形態

・制度、施策の見直しの検討資料
・34害者雇用率を設定する際の検11(2001年 以前

こついては、 腱、未就業の別等の把l■
、ヽ障害者の自立及び社者就業案

査として

(:981年

済活動への多加をよリー

～:996年 ))

するために必要な検81
得る。

:95:年 ●は.被保ll世薔の生
を明ら力ヽこすることに

って。生活保饉基準の改定
生活保饉制度の企回題営
ために必要な基性資料を得
とともに.厚生労働行政の

要な基礎資料を

1966年 (精神
薄覇児基礎瞬

日本の障害者数の推計

:959年 、

を把握し、今後
1障害児(者 )福祉
推進のための出

年から実施。)

※平成 :2年に

(者應 職四贅
から知的ll害
基礎8B
I称。

・知的障害児 (者 )基礎
調査
【社会・援81局|1書保
健福祉都】

(社会福祉関係 )

II害 者実態調 類・程度・原因等の状況、日常 ・社会保障

は,951年 .

身体障害児案
lq査は1960
より実施)

生活の状況、就業の状況、IE

祉用具の所1寺状況 .II害男1
ニーズの把恨を行い、身体障

害児・者に係わる1品祉施策の

推進に必要な基礎資料を11

直し等のlFt論のLtttF4i11
部会等において制度の

調査の目的 PDCAサ イクルの活用

を得る。

38

害者部会寄において制度の



酬査(身体障害奥Lt四
査票、身体障害児案態
調査票)
【社会・臓ll局障害保
健IB祉部】

。身体障害児・者等実態
調査〈障害者就業案鱚
調査票)
【職業安定局高齢・障
害者対策部】

・社会保障生計8n査 (被
保l螢者生活実lllt調 査)
【社会・燿:1局 】

,知的障害児 (者湛 礎
田査

【社会・扱11局 ll害保
ltiE祉部】

調査 (

調査員/郵
送

の世帯名

8q査 員 ケース番号格繊師

調査員/郵
送

の世帯名

1置地区

無作為 1.368人

1,|:0世帯

/:50の

合でIq
地区を
作

市・中核市―市
:約 :.000 村―In査員―対練

り設定 省―都道府県・指
都市・中核市―市
村―口査員―対線

:1/:00
為1由出
二居

及び精神

―都道府県■日
市・中核市―掘

毎年

―調査員―

―都道府県・1じ 5年

定書「市・中 1亥市―市

11-嗣査員―対彙

5年 約 1年 6ヶ月

12ケ 月

約 1年 2ヶ月

励
田

24ケ 月

対策arと 共管
休r4害児・者寄実旭鯛壺

査票.身体障害児案lll
8n査票)
【社会・扱IIttll害 保
健1日祉部】

・身体障害児・者等案鮨
調査(障害者就業家艘
田壺粟)
【職葉安定局高齢・陣
害者対策部】

・社会保障生計調査(被
保11者生活実鯉調査)
【社会・11‖局】

・知的ll害児 (者湛 確

調査

【社会・l■lI局障害保
41tlE祉部】

(

を織合し.平成20年度に全
回在宅II害児・者実8調査
(仮称)を実施する予定 ..

宙保lll福祉部企画認と共

身体|1省児 .者等実胆凹資
と知的陣宙児 (者 )■■鯛壼

、平成23年度に金
害児・者実B調査

(仮称 )を実施する予定。

体ll害児・者等実燿lq査

外31委 8モ業務の内容(晏 at業務にO)

40

者)基礎an薇



平成22年

度
予算価

(千円 )

PDCAサイクルの活用

【大臣官房統計1“報
部】

・障害福祉サービス経営
案lLR硼査
【社会・概:1局「0害保
健掘祉8「】

・全国母子世帯等調査
【履用均等・児童家庭
局】

・全国家庭児童調査
【屈用均等・児童家庭
F● 】

【大臣官房績
部】

11幸風

障害福祉サービス経営

実態調査

【社会・援艘局障害保
健IE祉部】

全国母子世帯等調rt
【鳳用均14・ 児血瞭底
局】

2007年

在所者、従亭者の状況等をle ・1話祉人材確保対策のrt料
燿し、社会福祉行政推進のた ・少子化対策の資料
の基礎資料を得る。

障害福祉サービス施設・亭
業所等の経営状 lLk等のデータ

・本調査結果をもとに0晨酬改定が行われる

lalEすることにより、次期報
1改定に必要な基礎資本1を得

1952年

1963年

社会福祉施設等の

,E

全国の母子世帯.父子世帯、
父母のいない児童のいる世帯
生活の案lLltを 1巴握し、これ
子世帝等に対する福祉

策の充実を図るための基礎

資14を 得る。

事の状況等を調lt■し、母
児の推進、早L幼児の栄養
改善のための基礎資料を得
る。

全国の家庭にいる児童及びそ
の世帯の状況等の児童を取り

巻く

'軍

境を把燿し、児童福祉

政lt進 のためのJLt碇責*1
を得る.

・母子及び寡婦IF●祉法、児童扶養手当法の改正
を図るなど.ひとり腺世帯に対する施策の充実を
図るための資*1

て「授旱t・離,Lの支,1ガイドJを作成する際
資料

・児童にl12全な遊び13を与えて、児童のIt康増
等を目的とする「児童nt児■センター等の整
J、 保:【者 /jK昼 間家庭にいない 10歳未満の児
に、授業の終了後に適切な遊び及び生活の場

与えて健全育成を図る「放解後児童健全71成

業」.地域の子育て家庭に対し相談指導や育
支援を図る「地域子育て支援センター:ド 業J等
各11・II業のlt進のための資才1

栄養方法及 ・市町11等の母子保健事業におけるll■i的な援

41

郵送/メー

ル

調査員

調査員

,こ祉サービス
・平業所等の調

16.728ヶ所

(平成 19・ 20調査時 )
化無作 4ヶ月半

(予定 )

全国家庭児壼調査
【雇用均等・児血塚庭
局】

贅名簿

から無
作為に1由出した

.000地 区

民生活基礎3q査
対線となつた調査
位区から魚作為

対像

本省-38道府県・1旨 5年
。中核市―幅

務所-30査 員―

省―都道府県・政
市・特別区―保It
―調査員―世帯

10年

本省―都道府県・指
定都市・中核市―福

(760,6)と

llll

741%作無

出

化

抽

層

為

乳幼児栄養調査
【屈用均等・児童家庭
局】

消

及びその
るヽ世帯

公幾1寺期
(■t準日から公表までの

'』

口:|)

回査員

位

42

5年 :年 6ヶ 月



外部委al業務の内容(委 :モ業務に0)

ス改革怯に則り案

調査対彙名簿作

・障害13祉サービス経営
奥態調査
【社会・援雄局障害保
121日祉部】

・全国母子世帯等8q査
【鷹用均等・児童家庭
局】

・早L幼児栄養調査
【雇用均等・児童家庭
局】

・全国家庭児童調査
【雇用均等・児童燎庭
局】

,997年

()*

‖ノ10開
オLにより
業者決定
(予定)

O*0,○ 中 0中
エラー
チェック、
疑薇照会
等(予定)

OⅢ

集al、 分
析.報告

成22年 l■はIB壼準備経

票Fp馴 .免 送経 1雙等 )

成 (

定 )

0

のみ)

O
(雇用審
のみ)

において乳幼児の保健指RIに活用する母子lL

幼児の身体発南値を定めて、 手帳の資料
早L幼児保It指導の改善に資
する。

母子保42の政策目11である「lllやかll手2:Jの
ヨ4「達成状況の把uE(母乳育児率)

育を中心とした児童
'こ

祉1:
対する市町村の取組など

保育料や短時間保育士のデータ等について、
なども・子育て新システム検81資 11

|を 1巴捏し、多様化した
こ的確に対応した児童福

・定員の弾力化についてについて、通知改正の

施策を推進するための

料を4尋る。

0

43

用均等・児重寡庭

・ 地域児童 1日祉

“

案等

調査

【屈用均等・児■家庭

局】

・児■養ll施81入所児
童寄調査
【雇用均等・児童家庭
局】

。中国残留邦人等案態
調査
【社会・根11局 】

険酎
・認可外施設のデータについて、少子化対策 8ロ

会にて利用

:96:年 家lE状況等主としてll境上の
理由により、児■福祉法に基

・児童11祉法の改正等、社会的養11施策の充実
図るための検 8寸資料

てヽ、里級に委託されてい

る児童、 児童養II施設、情
綸「4害児短期治療施設、児童
自立支援施31及び乳児院に
lll置されている児童、母 子生
施設に保llされている
帯の児童並びにその
順者の実鵬を明ら力ヽこし
、児■IE ll行政推進のた

を得る。

住帰回した中国残留邦人等
生活案態を明ら力■

=し
、支
・制度改正、国会答弁(前回調査突In)

PDCAサ イクルの活用

平成22年

度
予算額

(千円 )

る基礎資料を整

44



報告書の公表まての

'UI間

・地域児童福祉

“

業等
四壺
【履用均等・児壼家庭
局】

・児壼養11施 31入所児
童等調査
【雇用均等・児童家庭
局】

・ 中国残留邦人等実態

調壺

【社会・l11■局 】

童1届祉車業
により,0恨さ 為抽出
認可外保育施

会描ll施設等調
ln告等により,E燿

悉皆

れた社会的費:I
名知

跛に市・1寺別区
―保lt所 ―田査班―

対象

本省―都道府県・1旨
定都市・中核市―市
村―認可外保育施
―対線

本省-11道府県■旨
都市・児童相談所

市―社会的費護
―対象

本省―民間1:業者―

対象

(内訳 )

里親委 3モ児童 :3611

人

児童養11施設入所児
:31.593人

害児短期治療

入所児童 :|.104

人

児■自立支援施設入

所児童 :1.995人

乳児院入所児童 :

3299人

母子生活支,ユ施設入
所児童:6.552人

0
(雇用審査
のみ)

0

のみ)

毎年

不定期

1年 6ヶ月

17ケ月 17ヶ 月

郵送

雇用均等・児童家庭
局 】

・地域児童福 l■事業等

調査

【雇用均等・児童家庭
局】

・児童養饉施設入所児
童等調査
【雇用均等・児燎家le
局】

。中国残留邦人等奥鮨
80査
【社会・l■ll局 】

4月 ,日 以 悉皆 500人

に永住帰国し、平

2:年 10月 i日 時点

日本国内に居住し

ている中国残留邦
人等全員。ただし、
基準日におい

て、永住帰国日より
1年を経過してしヽな

者ヽを除く。

45
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外部晏託業務の内容 (晏 8モ業務に0)
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平成22年

度

予算 311

(千円 )

大臣

部 】

・被保31者全国一斉an
査感 磯調査・個別8q
壼)
【社会・,111局 】

・福祉III務所現況酬壺
【社会・担11局 】

・消rt生活協同組合(迪
合会)実態調査
【社会・1111局】

・披保31者全国一斉8q
査(基礎調査・個別鯛
査)
【社会・l■ 31Fm】

・1扇祉専務所現況調査
【社会・根11局 】

・消費生活協同組合(迎
合会)案 lLR調査
【社会・担11局】

告はIE祉 1:務所・児
童相談所等

都道府県、
市における行政の案

数量的に把握して。国及
社会18祉

ための基礎資料を

1946年 8n壼は、生活保11法によ
謳を受けている世帯及び

・生活保饉基準の改定や、普通地方交付税の算
定.地域別最低資金の検81等に用いられてい

:2.872

ナていた世帯の保11
受給状況を把l■し、生活保
制度及び厚生労働行政の
回運営に必要な基碓買14を
llる。

1951年 、社会 1日祉法 (昭 ・|`祉 tr務所のあり方に関する検81委員会など

)に基づき

設置されている福祉にDqする
専務所について、その組織及
りの現況を把lEすること
|、 4E社事務所の適営指
こ関する基礎資料を10

1956年 費生活協同組合及び消Vl
活協同18合理合会にBnする

・生協11度見直しに1系る検11に 当たつての出雌
資料

業の状況、財務の状況等の
本的な亭項を明らかにし、
距生活協同組合11度に関
る施策形成のための基礎資

(国、都道府県)による各生協に対
る指導・監督に当たつての基礎資+4

る。

郵送 ・中核市、-311R
不 慟 ― ●nlo"1緊・ ,日

定都市・中核市-1日 年度末 年度IE:約 7ヶ月

47

無

出
郵送 II務所―r: 1,244福 祉亭務所

(基礎調査 :全国の被

保31世杵又は6月 !ヶ

月間に保11を廃上し

毎年

=世
帯)
雪別調査 :無作お1由

(10分の 1)し た世

IE祉事務所 悉皆 1.2441日祉事務所 本省―都道府県■b
定都市・中核市-13

毎年

祉事務所

生活協 〈大臣所管)
本省―厚生労働大臣

く都道府県所管〉
ホ省―都道府県―各
都道府県知事所管組
合

祉事務所・児童相談

所等

省―都道府県・1旨

都市。中核市―掘
II務 所

12ケ 月

郵送

合会)
悉皆 .100組 合

48

毎年 約 1年 3ヶ月 約 :年 3ヶ 月



【大臣官房統計|1報
部】

・被保11者全国一斉tq
壺(基礎80壺・個別鯛
査)
【社会・ll謳局 】

・1謳祉Iド務所現況調査
【社会・lll【局】

・消費生活協同組合(迪
合会)案疇調査
t社会・lll【局】

49

ll計 田壺名 囀度『印

調査開始年
(西暦 )

調査の目的 PDCAサ イクルの活用

アクセス敗
(H2,年●―

St● l分 )

Pクセス数

”崎
２‐
等

ニス利用

ll数
32条 33条

'曖
'■

豫朗ス・
ILH鵬鷲

【社会・lll饉局】
:952`「 この調亜は、■言保11法によ

る医療扶助受給者の診薇内 |

容を把握し、被保l1311層に対

する医療対策その他厚生労■l

li政の企画運営に必要な基

腱資料を得る。

'Itの制贋で18何刃潔となる医lAこ父酵し【い0
苦がいる可

“

ヒ性が判明し、検討を行つた上で、1也
法他施策の適正な活用に関する通知を発出
※生活保ll制度では、他法他施策における医療
綸付がある33合には、生活保饉に優先して1也‖
ltを活用しなければならないと規定している。
・一般愚者と生活保饉受綸者とを比較し、後発医
薬品の使用割合に差興が見られたことから.後
発医栗品の使用促進il知を発出

800 0
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mtl詢査名 鶴査方法 母摯団名

"の
II販等 由出方餞 調査書体螢 闘査の議れ

口査の
公裏時期

(基準日から公表までの
期目)

|1告書の公表までの
期間

回収率

E霞 林 期 彙 曝 口 菫
【社会・ll饉局】

椰 燿

島抽出

|・ 2“ 7●工學額m
10月薔金書壺分)
|ス腱外:1/20)
1入腕(輌確)::/10)
1入銃(静燎所):1/6)
1歯科:1/10)
順 1"::/20)

い●~“颯
"暴
°
,日

e都市。中核市
=福瞳椰務断

:Zケ月 10th

51

航計調査名

外部晏3t業務の内容(曇 nt業務に0)

備 考
8n壺の
企日

口費用3の
印■

口費用品の
配布・口颯

D■8費・II
籠鵬全 ”効

集81 その他
分m不籠.m■事31など)

E燎伝硼楽瑯門菫
:社会・饉8E局 】

9 0 υ
:層用書壼

のみ〕

0 0
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統計

(社会保険・社会保障等 )

善交付金

の影響による介11従耶者の処
遇改善の状況を把楓するとと
もに、介腋保険施設・

“

業所
の経営状態を把燿することに
り、次期介BIII酬改定に必
料をilる。

協会管摯健康 ・中央社会保険医療協31会等における診療11酬
組合管摯lt鷹保険、日
〔保険及び後10高齢者
1度における医療の綸付
者にかかる静

.傷病の状況.調 tJli為
容及び藁11の使用状況
舅らかにし、医療保険行
要な基饉資料をllる。

、一般診薇所及び歯科診
並びに保険薬局における

ることを
中央社会保険E薇

・中央社会保険医療協31会

PDCAサイクルの活用

(介 l11:業 経営概況調
査及び介1lII業 経営案
態調査及び介ll従事者

処理状況等鯛薔(※ )の

統合 )

【老健局】

・社会医療診僚行為別
80壺

【大臣官房統tli腐 報
部】

・医療経済案態調査(保
険者en査 )
【保険局】

会が実施している。



母集団名簿の11輛 等

(介 l1111

壺及び介
態8B査及び介ll従平者
処遇状況等調査(※ )の
統合)
【老l12局 】

・社会医療診療1,為別
調査
【大臣官房続計1“ 4E
印】

・医療経済案態鯛壺(医
療機関寄調査)
【保険局】

・ 医療経済実態調査 (保

険者調査 )

【保険局】

所及び歯‖診僚所
並びにlヶ月間の調
11'日酬明細書の取
扱件数が300件以上
栗局

ライン 瑯業所田査の名簿 為抽出 業所

,8,00嚇 設及び
業所

療報酬 層化無作
為二段抽
出法

療報酬明細櫻
.国民02
中央会

郵送 社会保欧による診
療を1,つている全国 有需、

線 700医療機関

―餃診療 規模

社会保険診薇
払基金都道府

毎年

支部・都道府県回

民健康保険団体連合

本省―民lll事業者―
対鍮

省―民「1事 業者―

データ符号化

約 :年 約 :年 6ヶ月

会保険医療協3薔 平成2:年度の四壼で
は、平成21年 6月 に調てヽ診療報酬改

定の:1論の際の資料と
して使用することにより

査を実施し、平成2:年
10月 30日に公表した。

公表する。

月
公表時期 :平成2:年 10

月30日

6ヶ 月以内

して実施

年テーマ変更あり

:025概況公表

約

　

約

2年 病院が
:96、  一

般診薇所
が491%、

歯科診療
力く

9%、 保

局が

フ2196
(平成 2:年

度調査 )

、地域
等に層

で無作
こ1由出

る。

悉皆 :.500保 険者In送 保険者

(介 :〔事業経営猥況調
査及び介:I事業経営案
lB調査及び介饉従事者
処遇状況等調査(※ )の

統合)
【老12局 】   ,

・社会医療診療行為別
鯛査
【大臣官房統81i蘭 18
部】

険者調査)
【保険局】

外部委託業務の内容(委 8モ業務に0)

年度案lt済



平成22年
度

予算額

(千円 )

業所8q壺
【大臣官房統計情報
部】

公的年金加入状況寄
調査
【年金局】

国民年金被保険者案
lLt調査
【年金局】

社会保障・人Cl問題基

本棚曇
(社会保障案態調査 )

【El立社会保ll・ 人口

問題研究所】

1987年

11保険施設等の

In査 員 民生活基礎8n査
おける調査区

、提供内容等を把lEするこ ・介ll保険事業ll画の策定における利用

=よ
り、介11サービスの提供
二A■目したお盤整備に関す
基礎資料を得る。

個々の公的年金加入 ・年金制度の現状把燿や年金の未加入者対策鋼
公的年金lll業の運営に必要な資料であり、国会世帯の状況、就業状

、公的年金に関する周知度 対応や審 lFt会等の資料
把握することにより、年金

営のための基礎資

ヒともに、r新年金制

原則Jに則つた新年
連法案について.平
立を目 1旨すこと

しており、その検討のための

を得る。

民年金第 1号被保険者につ 第1号被保険者における年金llll度 の現状1巴 lF■ .
てヽ,保険料の納付状況ごと
こ、その案tptを明らかにし、被

年金保険申1の未納対策のための検 al資 料

資オ1として活用している。

険者の収入 .被保険者の国
年金に対する意識 .保険料
納の理由など

金亭集運営に必要な資料を得

備1度の社会全体の ・公的年金、公的医療保は、公的扶助などの社
会保In制度の3t政策の立案・改正.特に生活困
難を抱える世帯に対する8=11度 の検1寸の際の規
才1

担と給付の在り方に関する

=必要
な

状況とそこに同居する11成
員の生活案 Ftriなどの基礎資

得る。

体的には、日本の世帯11成
家計の実態、家族の中で行

合いのしくみ、個人

社会・経済的な活動の実

、現在利用している社会保

制度などについて調べる。

B.542

※社人研
HPへ の

H2112
/1N表

来所8q査
【大臣官房統計1冑報
部】

公的年金加入状況等

調査    ´
【年金局】

国民年金被保険者案
態調査
【年金局】

社会保障・人日問題薔
本調査
(社会保障実態調査)
【日立社会保P4。人ロ

問題研究所】

83800利 用者

活基戦調査の
のうち、l.800

地区内の全世

以上の世帯員

万人
:約 ,2

一 日本年金根11 3年

員―対彙

社会保||・人ロ
研究所―都道府

平成2:年 12月
(実施より約2年 5ヶ月)

約 :年

成22年 3月 (実施より

約 :年

平成 16年

壺(前
)

無作為植

層化無作
為10出

公表口1朗
(基 準日から公表までの

l明口11)

調査員 活基礎調査 6.000世帯

都市・中核市
|-3q査 員―

5年
月 )

68■



全保「4・ 人口lHlen基本調
―つの3m壺名の下で、

毎年行う調査として整

されており.■t本的には
表するlll十も毎年一本ず
,のため、アクセス数もそ

=よ
り大きな差が出る。

・社会保障。人口問題基
本8B査
(社会保|1案態lq査 )
【日立社会保障。人口
問題研究所】

.租税制度におけ
目が所得の分配にどのような
杉響を与えているかを明らか
こし、社会保|1施策の漫透状

性 粛 隔 颯 30間雷 :● .駆 鷺 保 暉 国 民 雷 aFI.lXPl

Bq査会等の資料
・厚生労働自書や、目的外申請による他機関で

・医療賛の動向In査
【保険局】

の研究材オ1

、今後に

基礎

で処理された診
敗を集81し、医

・制度改正、制度運営等

る。

の使用状況及び実 ・診療組醸改定の基4資料
し、胎療IE酬改
を得る。

―ビスに係る綸付費の 介IIIn酬改定における利用
介饉保険事業計回の策定における利用lel■し、介謳報酬の改

、介饉保険制度の円滑
'及び政策の立案に必]

呻度欄印

60



【政策枕括官

医療費の動向調査
【保険局】

介:E給付:1案態n査
【大臣官房統計11報
部】

療 1目醐

支払基金
及び国民

央会より

を1崎入

郵送

及び保険医 約3.500保 険者

約210000保険医療
機関

介:【予防サービス・

介11サービス利用者

約300万 人の介11給
付費明細書及び給付

管理票

~■1颯
",緊
・

市・中核市 ―

祉部務所-8q査員―
対象

―社会保険診療 毎月 おおむね4ヶ 月
酬支払基金
省―国民健康保険

省―椰道府県国民

康保険団体連合会

集計完了後退やかに

公表

会―国民l12東保

団体連合会

約2.000医 療lll関 本省―対彙 不定

2年 )
)表 (前回は平成22
月12日に調査を元

非公表

た中医協rt料を公

保険医療機関

畷
翻 険El体連合会

県国民健康 毎月

有し、
一nl■

悉皆



統8糊壺名

平成22年

度

予算3m

(千 円〕

lq査開始年
(西層)

lq査の目的 PDCAサ イクルの活用

アクセス数
H2,年・
,tat分 )

アクセス数

省等HP分 ) 件数 32条 33条

【保険局】

年金制度基礎調査
【年金局】

訪問脅11療養留t実態
調査
【保険局】

健康保険・船員保険被
保険者案lLn調査
【保険局】

5.302

1604

1983年

1988年

1966年

四越F似パ0人 lllttFai‐暉し
て用いられる各種歯科11工物
の山科技工料を調査し、歯科
保険医療について検討するた
めの基礎資料を得る。

年金受綸者の日常生活、就集
状況、世帯の状況等の実態を
鯰合的に把握し、年金が受給
者の生活の中でどのような役
割を果たしているかをとらえ、
年金制度運営のための基礎
資料を得る。

肪間を11燎養Jtの案鵬を把
llEし ,翌年度の診療報酬改定
における当骸燎養

'1改

定の基
礎資料とする。

健康保険・船員保険の被保険
者の年齢、標準報酬月3H.11
準賞与鋼、所口する

“

業所の
業態.規模及びll扶養者の年
齢、続柄等を1巴燿し、市1度皿
営のための基61資料を1尋る。

診腺袖 II収 疋の基礎資料

年金制度運営上の基礎資料
社会保|1国民会議の資料
法家の財政影響検討資料

診療幸口酬改定における■t碇資料とすることを予
定。

・高齢者医In制度改革会議資中1.制度改正、制
度運営等

5.447

7929

0

0

0

0

0

0

0

0

統81調査名 酬壼方法 母集回名,の 1'm4 仙出方法 調査客体敗 調査の流れ 脚枷
公表01期

(基準日から公表までの

IJll:1)

IH告 書の公表までの

1切田1
回収率

歯111■工料調歪
【保険局】

年金制度基礎調査
【年金局】

肪問看l【療養費突態
硼査
【保険局】

健康保険・船員保険被
保険者霙lB調査
【保険局】

郵送

郵送

郵送

山14技工所

日本年金tli“が保
有する年金受輪者
データ

審査支払機関

組合管掌健康保険
の被保険者及び船
員保険の被保l_t者

l■関につ
いては、
,00分の
l、 曲1111
工所につ
いては、10

分の ,の仙
出阜に
よって無
作為に抽
出.

無作為抽
出

無作為抽
出

組合管
摯…・無
作為
船員保
険 ・̈恐
皆

阿 1.2UO口 11医環 破

η及び山111支工所

27000人

約25.Ol10人

組合・・・300,000人
船保…・65000人

刃 率

本省―対線

本省―審責支払根凹

本省―地方厚生局一

保険者(健康保険組
合)

毎年

2年

毎年

ヲ「公表(m回は半肛22
年2月 12日 にIq■を元
にした中医協資料を公

表 )

約1年

中央社会保険医療協:"
会での審議状況寄を踏
まえ公表する。(前回は
平成22年 l:月 ‖日に酬
査を元にした中医協資
料を公表)

10月

公 表

約1年

未定

1年以内

機 lXlが
57096山
1111工所
力
`44696

60::

1001



統81調査名

外部委託業務の内容(螢 8モ業務に0)

備 考調査の
企画

調費用品の
印Ol "燎

ln品の
配布・回収

田籠富贅・翻
喘熙籠 “効

集計
その他

(分期不籠.‖ el:llな ど)

【保険局】

年金ll崚塾磯硼査
【年金局】

肪問看11療養費案態
調査
【保険局】

，
被険

・船員保晰囀疇ｍ

0

0

0

O 0

0

0

O

■般統計調査

(雇用1労働関係 )

66



PDCAサ イクルの活用

平成22年

度

予算3n

(千 円 )

【大臣官房統計情ln
部】

・労働安全‖

'生

特別鯛
査 (労働I量境調査)
【大臣官房統計111ロ
部】

・労働安全lel生特別lq
査 (労働安全僣:生基本
調査)
【大臣官房統計1薔報
部】

・労働安全,i生特別調
rt(労働者lll康状況調
査 )
【大臣官房統計1南 1田
部】

・能力開発基本調査
【職棠能力「jn発局】

・労働安全樽i生 1131調
査(労働環境調査)
【大臣官房統計1南 11
部】

・労働安全韓i生 1寺別調
査(労働安全■,生基本
an査 )

【大臣官房統ll情 IE
部】

・労働安全碑i生 1寺別酬
査(労働者42康状況調
査)
【大臣官房統ttllll
部】

1:業所・

者等職案安定対策基本方針等の参考1旨
る事

等について調査し,労働力
鮨を明ら力ヽこす

2∞ 6年 が国の企業、亭業所及び労
者の能力開発の奥鮨を明ら

、雇用戦|1対 1き、労働政策審11会 、
し分科会等における施策の日標設

にし、職案能力開発行政に
する。

害業 況及び労 。「労働災害防止計画」
・安全lli生対策関係皿達の策定に当たつての資
14、快適な職場

ll境の形成を含めた今後の1
働安全■,生行政運営上の基
礎資料として、労働安全構i生
対策の推進に資する。

:966年 車業所が

`,つ

ている安全 lei生 「労働災害防止計画」
、労働災害防止活動及び ・安全lei生対策関係通達の策定に当たつての資

安全韓,生教育の実施状況等

の実態並びにそこで働く労働
者の労働災害防止等に対する

lEし、今後の労働安
全個,生行政を推進するための
基礎資料を得る。

1974年 のlll康状況、l12康管理 。「労働災害防止計画」
・安全14i生対策関係通達の策定に当たつての資の推進状況等を1巴糎し、労1勁

者の健康確保対策、自主的な
lltlll管 理の推進等労働ri生
行政の推進に資する。

!8年■栞所・
計調査、毎月 双 :田化 .000人 (入 1に者 ) 局―公共1颯棠安定所
査 作為1由 囃 職者 ) ―調査員―対象

個人票 :

ll出耶業

員/11 典所・母集ロデー
所から無

用化無作 :約 7.100

ス 為10出 :約6.700

:約 20.000

亭業所
・個人:本省―民lLWコ :

業所―調査員―対象
業所―対練労働者

省―対線

:3.985

約‖ヶ月

約‖ヶ月

9か月間

約 16ヶ 月

約 16ヶ 月

)708■

入職者

)644%
(離職者
買)829%

:45%

1`集所
フヽ

労働者 :

403%

隅化無作

為1由出

12.700事 業所
600工

“

現場
13.300労 働者

郵送 :2.Ollll事 業所、
10000労働者

本省―対象

本省―対鎌

毎年
(5年ロー
テーシヨ

ン)

毎年
(5年ロー
テーシヨ
ン)

側共団名館の11拍等

郵送 事業所・

抽出

68

約 1lヶ 月



夕}部委託業務の内容 (委託業務にO)

能力Flll発 基本調査
【rl業籠力開発局】

・労働安全lai生 1寺別8q
壺(労働環境調査)
【大臣官房統計1南報
80】

・労働安全ll,生特別鯛
壺(労働安全lli生基本
調査)
【大臣官房統計111鳳
部】

・労働安全‖i生特別酬
壺(労働者健康状況田
蓋)
【大臣官房統計11細
印】

0
(個票審
のみ)

安全構i生活動、エリの ・安全衛生対策鵬1係通達の策定に当たつての資

毎回テーマ喪I

査 (建設業労働災

止対策等総合案艘In
査)
【大臣官房統3fl南細
部】

労働安全lei生特別調
査(技術革新と労働に
関する実態硼壺)
【大臣官房統811冑報
部】

雇用構造8q査 (就集影
態の多様化に関する機
合奥触調査)
【大臣官房続計11報
部】

工体制、現場での安全‖,生

育・1旨諄の状況、労働者の

全構,生意lt等の実lLRを把
することにより、今後の労働
全衛生行政運営に責す

料とする。

,983年 la通 信等の技術革新の進

限に伴う労働態様の変化、そ
れに対する労働者の適応、市
業所における職場環境や労働
者の衛生管理等の実態を把
lEし 、労働安全衛生行政推並
のための基礎資料とする。

:956年

(就彙形態の
正社員及び正社員以外の労
働者のそれぞれの就棠形態

1ヒに関す
合奥態田
1987年に

こついて、

“

業所日、労働者
側の双方から意餞鶴
めて把lEすることで、

回を開始) 集形態に||するBIttEEに 的確
に対応した雇用政策の推AL等
に資する。

:950年

(転職者案03 こよって、
1998年 itし、労働力

オ1

。「労働災害防止計画J
・安全構i生対策関係II達の策定に当たっての資

、有朋労10契約研究会、雇用 10.302

する ″労働政策審|1会での1'政資料として活用

=第
1回を開 マッチの解消を図るための雇

用政策に贅する。

70

2.121



壺 (建設

止対策等総合案態調
査)
【大臣官房統8fllll
卸】

・労働安全衛生1寺別調
査(技術革新と労働に
関する実態田査)
【大臣官房織ttllll
ll】

・層用11■田壺(■業影
lllの多様化にDnする総
合実態調査)
【大臣官房統B111組
部】

・履用構造調査(転職者
突態調査 )
【大臣官房枕計1111
部】

“

業所・企業統計四
査

郵送 平成,0年市案所・企
業統31調査

平成,6年事業所・企
業tlal鯛壺

―

“

彙断
―民lln事業者―
―労働者

。本省―

“

集所―調
査員―公共職葉安定
所…労働局―ホ省
(“業所票)
・田査員―事業所―

不定朋 約:lヶ月

不定期 約‖ヶ月

郵送 毎年
(5年ロー
テーシヨ
ン)

約‖ヶ月

集断
(労働者)

作

国人票:
抽出事業

作為抽出

:層化

iI「業所
フ労働者

業所

人票 )

人票 :

亭集
ら無
為1由出

約 17ケ月

咸 !0年四rtの

壺(188
止対策
査)
【大臣官房崚811100
部】

・労働安全衛生特別調
査〈

'1編

革新と労働に

関する実態調査)
【大臣官房統計情IE
部】

・雇用l構造四壺〈就業形
鮨の多様化に関する0
合実鮨調査)
【大臣官房統計111E
卸】

・雇用構造調査〈転職者
奥鮨調査)
【大臣官勝崚計情10
部】

外部晏託業務の内容(委 8t業務にO)

72

平成:0年調査



平成22年
度

予算額

(千円 )

POCAサ イクルの活用

雇用案lLk調査)
【大臣官房統it情IE
部】

・ 雇用11造 調査 (高年齢
者雇用案態鯛壺 )

【大臣官房統計11報
部】

・雇用|“造調査(求職者
総合実態調査)
【大臣官房統計情報
部】

・雇用構造調査(パートタ
イム労働者総合実態鯛
壺)
【大臣官房統計11組
31】

屈用実ltt調査)
【大臣官房tl計11報
部】

・凧用11遺調査(高年齢
者層用実態3n蓋 )
【大臣官房統計僣ln
部】

・雇用構造8q査 (求職者
総合案鰺調査)
【大臣官房統計情報
部】

・雇用11造餌査(パートタ
イム労働者総合案lBIn
査)
【大臣官房統811冑 la
部】

1956年

(高年齢者屈

1956年

(求職者総合

lLq鯛壼は
1979年 に第 1

を

'日 'お

)

1956年

(バートタイム

こ第 1回をDn

(若年者雇用
!ヨ

1985年 に第 1

用状況及び、若年労働者が
のような就業を希望している
、また、実際にそうした就業
できているか等の就業に関

行政資料

る意識や状況を把握するこ
こより、各11の若年者雇用
対策に資する。

年齢者のFL用状況を把握す
とともに、改正高年齢者歴

労働政策審議会、社会保障国民会11での行政
*1

|よ 法施行後の事業所に
「る実態を把燿することによ
今後の高年齢者屈用対
・就業対策に資する。

公共職業安定所に求lt申 し込 ・総合的履用11報システム更改に伴う1航業紹介
つた求職者の眠歴、求
、求1餞条件.求職申し
法.教育抑1繊等の内容

扱い要領改綱に係る基礎資オ1

を諷査し、今後の履用対策
び屈用保険事業の合理化
二資する。

く―トタイム労働者の就労状
この実態及び雇用管理の実

。「厚生労働自書 J
・r労働経済の分析 J

実 を把握し、今後のパートタイ
1990 ム労働に関する施策のfr料と
する。

)

66:フ

約 1:ヶ 月

第:回 約6ヶ月
第2回 約::ケ 月

:用化

作為 1由

票

抽出市業
所から無

作為抽出

層化無作
為10出

個人票 )
196

郵送 成:8年平業所・企 704事業所

133事業所
469労働者

―対像

1日 本省―都道

員―

2回 ホ省―対探

・ホ省―事業所一桝
査員…公共職業安定
所―労働局一本省
業所票)
員―事業所―

約 17ヶ月

約 14ヶ 月

(事 業所

票)
9・ .

(事業所

照)

公共職業安定所に
求職申し込みを行つ

化無

た者

平成:6年事業所。企
業統計調査

人

ヽ
第

７８
回

不定期
(第 1回 か第

り

員/郵

姉側脚　嬬
聴椰

公表|・1川
(基準日から公表までの

1明 |::l)

作為 1由出

74

一本省 (個人

不定期 12ヶ 月 10ヶ月



外31委託業務の内容(委 3t業務に0)

・雇用11遺調査(高年齢
者層用案鮨80査 )
【大臣官房腋計111E
部】

・屈用il造調査(求臓者
総合案態調査)
【大臣官房統計111E
部】

年に第 1

書は未発17な ので、

成20年調■71

・平成 ,4年猥壺
・回収率は有効回答率の数

・平成 :0年 調査
・回収軍は有効回答率の数

働者実態調査)
【大臣官房統計1冑組
部】

・屈用抽遺調査(企業に
おける(11用管理等に
関する実態調査)
【大臣官房統計1詢 IE
部】

・最16資金に関する実的
In査

【労働基準局】

・労働災害動向硼壺
【大臣官房統a11南 IE
En】

,956年

(採用管理等

にDnする奥鯉

調査は2007年

に第 1回を開

始 )

ア 賃金改定

状況In査

1資 金

る基礎

1971年

,952年

や派il労働者への対応状況

に実施されるように、厚生労働
大臣にその実施が籍務付けら
れている調査であり、16賃金
労働者の資金案饉等を把llE
し、中央最低賃金審30会及び
地方最低賃金審ll会におけ尾
最低賃金の改定等の審30に
利用されるために行われるも

主要産業における労働災害の
発生状況を明らかにする.

こ引上げ幅を決定している。
金に関する基礎調査
色書ll会においては、毎年度の

の書IIにおいて、
二引上げ幅を決定している。

J

)

するとともに、派遣労働・労働政策審 lF・会「1は業安定分科会労働力需給
歴や意m、 賃金
教育枷1嫌等の

態を1巴糎する。

業における人材確保、特に
社員の中でも中核となる人
をいかに確保するかという
を中心に、採用方針、人材

・雇用政策研究会での行政資料

ズ等を1巴恨し、今後の屈
策に資する。

卜調査は、最低賃金法第28条

=よ
り.最低資金制度が円滑

ア 賃金改定状況80査
:央最低賃金密ll会においては、毎年度の地域

安の書雄において、本

2.017

J

た計家会BFtの裸択内容に基づい
て実施

PDCAサ イクルの活用

平成22年

度

予算 6n

(千円 )



働者実態酬査)
【大臣官房l■ll情幸ロ
部】

・履用11遺調査(企業に
おける(採用管理等に
関する案lLR調査)
【大臣官房統計1蘭報
部】

・最1■賃金に関する実態
調査
【労働基準局】

・労働災害動向調査
【大臣官房統R111報
部】

郵送 :6年叩集所・企

こよる「1:葉
・企業統計調査j

平成 18年 )

業所・企業統計概

、労働保険適用事

業場データを使用

員―公共職来
―労働局―本

省(市業所粟 )
・調査員-1:業 所―

(個人

7.022企 業 本省―対魚

約10,0∞事業所 ア 本省一部道府

県労働局一労働基準

監督署―II業所

イ (律 )本省一姜

イ 約100.000事業所

者一 l口 業所

1)1:業所一部道府
労働局一本省

約30.000中 業所.延 省―対練

率現場

イ 0
(配布の
み)

ア O

用化無作
為1由出

毎年6～ 7

月

毎年 7.:

1畢 葉 Pll」

査 :毎年 1

月、総合
工事業調

rt i毎 年
71月 )

約 1lヶ月

平成!0年調査

約 |フケ月

1～ 2ヶ月

約 10ケ 月

イ 7150.

無

出

隅

為
ンライン
郵送

働者実態調査)
【大臣官房統81情報
部】

・雇用11遺調査(企業に
おける(採用管理等に
関する案触調査)
【大臣官房統a1111日
部】

・最低賃金に10する奥饉
In査
【労働基準局】

０
０
ア
イ

Ｏ

Ｏ
ア

イ

外部晏託業務の内容(委 :[業務にO)
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アクセス数平成22年
度

予算観

(千円 )

【大臣官房統計11幸ロ
3口】

・労使関係総合調査・労
働争li統計In査
【大臣官房眈計lRla
l■ 1

・労働組合基礎In壺
【大臣官房統計情幸ロ
部】

・団体交渉と労働争81に
関する実態8q査 (H19)
【大臣官房軌811141
部】

・労働協約等実「LR調壺
(H18)

【大臣官房統計1誨幸a
部】

・労働組合活J・jttlLt田

査(H22)
【大臣官房統8111組
部】

【大臣官房統81111Q
部】

・労使関係総合調査・労
働争3F3航針l19■
【大臣官房統計11報
●Rl
・労働組合基礎3q査
【大臣官房統BI情報
部】

・団体交渉と労働争:|に
関する実態調査(H:9)
【大臣官房統計11組
部】

・労働協約等実憾調査
(H:8)

【大臣官房統計1冑細
部】

・労働組合活動実態調
査(H22)
【大臣官房統8+1南 IE
印】

職員/郵送 なし

(ワーク・ライフ・′

、定年制等及び食金 憲軍」
。「高年齢者等職業安定対策基本方針Jこついて総合的に8n査

我が国の民間企業におけ

明らかに
・「厚生労働白書J
。「労働経済の分析J

合及び労働組合員の ・喘 働政策審議会Jの資料
・労働大学講座の資料
。「厚生労働白普」

・厚生労働行政施策における施策8平 1面の指標

業、地域、加盟上部組合別

環境が変化する中での労
合の団体交渉の実態.労

かにする。

:983年 労働環境が変化する中ての労・労働政策審 lFt会労働条件分科会における資料
と使用者の間で締結さ

の運用等の
かにする。

境が変化する中での労
活動の実態を明らかに

・厚生労働行政lt策における施策1平価の指lF 1319

約70.lX10組 合(全数) 約45ヶ月

,労働組1
かにする。

調査月
送

合基礎調査 毎年
(5年ロー

テーシヨ

ン)

毎年
(5年ロー
テーショ

ン)

毎年
(5年ロー
テーショ
ン)

約13ヶ 月

約 13ヶ 月

約 :6ヶ 月

約 :6ヶ月

化無作

!由出

700労働組合

化無作

本省―都道府県―労

政主管事務所―調査

員―対線

本省―都it府県―労
政主管事務所―調査
員―対象

省―都道府県一労
主管事務所―調査
―対魚

合基礎調査
為1由出

700労働組合

80

約 i3ヶ 月 約 :6ヶ 月



夕1部晏lt業務の内容 (委 3モ業務にO)

隊
醐
房統計11報

・労使関係総合調査・労
働争lF3統 81en査
【大臣官房統計1111
ml
・労働組合基礎調査
【大臣官房統8ti青 la
部】

・団体交渉と労働争籠に
関する案怨調査(H19)
【大臣官房統計1蘭報
部】

・労10協約等突感譜壺
(H18)

【大臣官房統8+1青 IE
80】

・労働組合活rJl実態調
査(H22)
【大臣官房llt計 1"報
部】

1983年

都道府県
労政主管
課への発
送のみ)

(本

都道府県

労政主管

課への発

送のみ )

0
(本省から

都道府県

労政主管

課への発
送のみ )

O
(本省から

都道府県

労政主管

課への発

送のみ )

ことられている方法、 ,労働大学 8出産の資*1

状況等、事業所側の意lll及
陽者の意識等の案13を
こする。

ビス改革法に則り案

施 .8q査対燎企業名
簿修正

・厚生労働行政施策における施策311両の指標
・「労働経済の分析J

件分科会における資料 4.699

・:LOへ 毎年
,「厚生労働白書Jにおける「安定した労使00係の

Jの資料

(

○

○

予S7rlについて、労使lll係

・鵬壼方洗について平成20

年は郵送(In壺員なし)で実
予定

算額について、労使取|

調査として計上

37Frrについて、労使‖ilFl
合調整としてR十上

ュニケーション
)

大臣官房統 8+11報
卸】

・労働組合実態lq査
(H20)

【大臣官房統計1麟1
11】

・労働争ll織|+8q査
【大臣官房統計情IB
都】

合の組織.組合役員、
政及び組合活動の奥

態を明らかにする.

る労働争臓の状
調査し、その実態を明ら
して.労働行取推進上の
1資料とする。

平成22年

度

予算緬

(千 円 )

０
０



調査(H21)
【大臣官房l181情報
部】

・労働組合実態調査
(H201

【大臣官房統8111報
部】

・労働争81続計調査
【大臣官房織B1111H
部】

約3.900労働組合 省―都道府県―労

政主管

“

務所―調査
員―対像

省―都it府県(労
主管課)

毎年
(6年ロー
テーショ
ン)

毎月

約13ヶ月 約:7ケ月

約 10ケ 月

統計調査名

タト部委託業務の内容(晏 at業務にO)

備 考
調査の
企回
‖費用品の
印●l ¨̈

口R富贅・u
F●田会 デ一夕効

集8t
その他

(分 In不 腱.‖鷹1:晩など)

調壼(H2:)
【大臣官房l181111n
却】

労働組合奥鵬調査
(H20)

【大臣官房枕811111ロ
部】

労働争8Ft統計8q査
【大臣官房統8tllln
部】

0

0

い呻呻ゆ卸0
(ホ省から
椰道府県
労政主管
諄への発
送のみ)

0
(本省から
都遭府県
労政主管
鰈への発
送のみ)

0

0

て計上

椰面について、労使関係

含調査として1'上
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PDCAサイクルの活用

平成22年

度
予算 3Fl

(千円 )

職案

害者対策部】

雇用均等基本調査
〔雇用均等・児童家庭
局】

労働経済動向30rt(労
lln経済と労働力需給の
動向に関する胡壼)
【大臣官房続allll報
部】

家内労働等実態調査
【雇用均等・児童察庭
局】

雇用均等基本調査
【雇用均等・児壼

'庭局】

労働経済動向an壺 (労
働経済と労働力需給の
動向に関する調査)
【大臣官房統計情|[
3p】

5811
(H,3)

し、雇用している韓
者数.賃金、労働時lul、 履
管理上の,彗置等を調査する
:もに。雇用されている障害
本人に対し,職 33環境・職
生活、相談1日手、11来の不
等の奥饉把燿を行い。今後
者の履用施策の検 8寸

び立索に資する検討資キ1を
る。

女の屈用均等問題に係 ・少子化社会対策at本法に基づく「子ども
。子育

てビジョンJなど政策プランの日l「達成状況の把

握 (ボジティブ・アクションの取組状況.育 児体棠

取得率など)
・女 1生の活躍推進協:1会において使用
・H21年 6月 の育児介11休業法の法改IEttlFtに
おける国会笞弁 (育児休業の状況等 )

など

管理の実態を18理する。

7464 1966年 景気の動向、労働力の需給等
の変化が、企業の雇用に及ぼ

・月例経済la告 、層用・能力開発ll111のあり方検

討会及び雇用政策研究会等の11政資料

2r.50フ

ている影・F等を調査し、労働
済全体の動向を把燿し.迅
かつ適切な屈用対策を11ず
礎資料とする。

:970年 全国の

'内
労働者の労働条

件等家内労働の実lLRを把lE

。最 1■工賃新設・改正計画策定時の検 E寸資
・労働政策審饉会履用均等分 11

案内労働対策を推進する 及び地方労働審議会における家内労働行政の
運営方

'1等

家内労働の現況等についての検11

資辛1
・家内労働法に係る周知啓発のための資料

ための基礎資オ1を得る。

査における0人以上
対象とさ

規模別に
一定精度

業所とその事業
‐
rrに 共職熱安定所

規模の1:業所 用されている身体 ―対線

ン
送 壺

73296

個人調rt
61896

711%

事業所
770■

となるよ
うに1山出

ll害者、知的|1害者

及び精神r■害者

約7.500亭 業所

成 :0年 準業所・企 層化無作

為 1由出

―民間業者―対 毎年

″職
威10年事業所・企 毎四半期

(5.3.::・

2月 )

以降は同
期lq査に
変更予
定。

本省―都道府県労働 毎年.
来年

al集 回名節の1llr14

こより101■する家内 為1由出 9t



外部晏託業務の内容(委託業務に0)

職業安

害者

・労働経済動向調査(労
働経済と労働力需給の
動向に関する8q壺 )
【大臣官房統計11,1
3n】

・家内労働等奥應lq壺
【雇用均等・児童家庭
局】

○ O
(11入・封
韓のみ)

票の作成 年0月 調査

続81田査名

平成22年

調査開始年
(西鷹 )

調査の目的 PDCAサ イクルの活用

″クセス敬
H21年 c―
,1● 1分 )

クセス敗

llt

予算3n

(千円

な得HP分 ) 件救 32条 33条

万 妨 賀 牛 明 菫

【労働基準局】

港湾運送1:集雇用実
lu10査

:職業安定局】

資金引上げ等の実 lLnに

関する調査

【大臣官房統31i詢報
部】

(H20)

駅
回

1985年

1969年

(卒業見込者
敗等調べ(前
身の調査))

万 11D沐曖 の 躊 瞑 孝lψ暉 収
"に関する法11第 11朱卿 項に

基づき.81負による建設の中
集において労災保険料を算定
する際に特例としてr労務聟1
率」を用いて3T定することがで
きることから、労災保険率の改
定(原月13年に1度 )に併せて
労務費率の見直しを行つてい

る.その見直しに当たつて、建
設の事業における労務費の実
態を1巴燿する。

港湾労働法(昭和63年 法ll
第40号 )第 2条第2号の規定
に基づく―触港湾廼送事業.
港湾荷役事業.はしけ運送11

集及びいかだ運送事業並びに
港清題送関連事業を行う平集
所について、当腋事業に従事
する労働者の雇用の実触を鯛
査し、今後の港油労働対ttを
推進するための基礎資料を得
る。

民間企業(労働組合のない企
業を合む)における賃金・賞与
の改定額、改定率、資金・賞
与の改定方法、改定に至るま
での経綺等を把撮する。

・平成24年 4月 から適用する新労務賀軍への反

映.

・平成20年の新たな港j弯風用安定等計画の策定
の際の検81資料
・港湾労働対策を推進するための基礎資中1

中央最11資金審11会 における参考資料
「労l●経済の分lF」

1

15,171

0

0 0
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統81調査名 調査方法 母集団名用のll断等 田壼害体敬 四査の流れ
詢査の

公表時期
(基準日から公表までの

l明 ::1)

報告書の公表までの
期間

回収率
興馳 181川

万 鶴 翼 中 llB量

【労働基準局】

港湾運送ll集雇用霙
態調査
【職業安定局】

賃金引上げ年の実lLQに
関する8q壺
【大臣官房統針1籠報
部】

謗査員

郵送

ガ曰誅法レ:l・Tはユ
轟

事業所・
1集 alDBを使用

為抽出

悪皆

作無

出

化

抽

層

為

層湾労働法第2条第 1

瞬のl■定におづく港
口.すなわち東京港.|“
浜泄、名古風泄、大阪
せ、神戸潜及び関円ll
(6大 it)において、lを用
労働法第2榮第2■の
規定に基づく港清■ii選

‖来及び港湾運送‖!皿
‖:蒸を11うすべての11
業所 1.011所

約3.500企業

不 面 刃 ヌ

本省―都道府県労働
局―公共職業安定所
―統3ttq査員―対象

本省二対燎

5年

毎年

5ケ月

約3ケ月

報告lu限から3ヶ月余

約3ヶ月

la告期限から約6ヶ月

83496

的50～ 6111

●
０

統31an壺 名

夕1部晏託業務の内容(委 1モ業務に0)

備 考
Eq査の
企回

口贅R3の
印刷 ¨̈

田鳳富壼・u
薔照会 デ一夕助

l■BI
その他

(分輌不籠.0■ ■3nな ど,

雰 栃 翼 旱 門 菫

【労働基準局】

港溝運送専業燿用集
む調査
:職業安定局】

賃金引上げ等の実態i:
関する鵬査
【大臣官房続計11組
80】

O

0

(配布の
み)
個彙審査
のみ)

0

0

υ

0

90



~ 下般統計調査 ■
| ,(そ
の他)

91

崚針口壺名

平成22年
度
予算観

(千円)

調査開始年
(西層)

調査の目的 PDCAサ イクルの活用

Pクセス強
H2:年 o―
aヽt分)

アクセス麟

“

等HP分) 牛敬 32条 33条

調査
【大臣官房統ttllll
卸1    ヽ

］囲
２．‥。‐側

:り′つ牛 '確精 颯 凛 の 環 疋 .穂済
"研
.確猜 7調

'V・

l●

■贅‖

92



執81n査名 田査方法 母集回名館の組輌略 調査書体敗 調査の流れ
四壺の

公表時lu
(■畢日から公表までの

鵬:■ )

|1告書の公表までの
期間

回収率
冥鷹日鵬

饉 栞 理 lllttFF風 彙 彙

調査
【大臣官房織計1青 IB
部1    ‐

郵 痣 υ十鵬:●キ゛暴購
企業統針調査
②衛生材14工業の
業界団体名簿

目重 10出 )00平 栞断 い奮―明菫り暴駆 5年 532%

93

犠81調査名

タト部委託業務の内容(晏籠業務にO)

備 考

脚錮
鶴薔ln品の
印目

口薔用畠の
曖市・口颯

饉

鳳書贅．師
デ一夕助

集81 その他
(分用不構.m意事lllなど)

υ 餞研省予算により冥薇

94


